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1.活 動 の概 要
生存圏学際萌芽研究センターは、生存研の4つ の ミッション(環境計測 ・地球再生、太陽
エネルギー変換 ・利用、宇宙環境 ・利用、循環型資源 ・材料開発)に 関わる萌芽 ・学際的な
研究 を発掘 ・推進 し、中核研究部および開放型研究推進部 と密接に連携 して、新たな研究領
域の開拓を 目指す ことを 目的 として設置 された。そのために、所内教員のほか、ミッシ ョン
専攻研究員、学内研究担当教員、学外研究協力者 と共同で生存圏学際新領域の展開に努めて
きた。生存圏研究所は、平成22年度か ら共同利用 ・共 同研究拠点研究所 として、従来か ら
実施 してきた施設 ・大型装置お よびデータベースの共同利用 に加えて、プロジェク ト型の共
同研究を推進する。このため、生存圏学際萌芽研究センターが共同研究拠点 として機能する
ための組織変更を平成21年度 に実施 した。また、組織変更 と合わせて、従来学内あるいは
所内に限定 していた研究助成の応募対象者 を学外研究者まで拡大する変革を行 った。さらに、
生存圏研究所に特徴的なプロジェク ト型共同研究を支援 ・推進す るため、フラッグシップ共
同研究を立ち上げた。
平成25年度は6名 の ミッシ ョン専攻研究員を公募によって採用 し、萌芽 ミッシ ョンの研
究推進 を図るべ く、生存圏科学の新 しい領域 を切 り開 く研究に取 り組んだ。
また、所内のスタッフだけではカバーできない領域を補 うために、平成25年度は理学研究
科、工学研究科、農学研究科を含む19部局、計58名に学内研究担当教員を委嘱 した。
平成21年度からは、共同利用 ・共同研究拠点化に向けて、従来 ミッシ ョン代表者が所内研
究者に配分 した研究費を、学外研究者を含む公募型研究 「生存圏 ミッション研究」に変更 し、
平成25年度は、24件を採択 ・実施 した。また、従来学内に限定 した 「萌芽 ミッシ ョンプロ
ジェク ト」を学外まで拡大 し、40歳以下の若手研究者 を対象 とす る公募プロジェク ト 「生存
圏科学萌芽研究」に改革 し、平成25年度は16件を採択 ・実施 した。さらに、平成21年度に
生存研 に特徴的なプロジェク ト型共同研究 を支援す るため、「生存圏フラッグシ ップ共同研究」
を立ち上げ、公募 によ り3件を採択 した。従来、中核研究部を中心 とした一部の共同研究プ
ロジェク トは、所内研究費の配分が無いなどの理由により外部か ら認識 されにくい場合があ
ったが、研究所を代表す るプロジェク ト型共同研究 としての地位 を賦与することにより、共







さらに、バイオマス由来物質、大気質お よび電磁場の生体影響 などに関す る学際萌芽的課
題 と、健康な木質居住環境の構築に焦点を当て、人の健康 と安心 ・安全 に資する独創的な研
究を展開す る"生 存圏科学における新領域 開拓"プ ロジェク トを立ち上げ、ミッシ ョン専攻
研究員、国内外の共同研究者 とともに研究を行っている。
また、共同研究集会 として生存圏シンポジウムや定例オープンセ ミナーを開催 し、生存圏
が包摂す る4圏 の相互理解 と協力を促 し、これに基づ く生存圏にかかわる学際的な萌芽 ・融
合研究について新たなミッション研究を創生 ・推進することに努 めている。本年度は研究所
主導のシンポジウムを3件 企画するとともに、生存圏科学研究に関す るテーマについて全国
の研究者が集 中的に討議する生存圏シンポジウムを26件、公募により採択 し、参加者 の総数
は2519名を数えている。
オープンセ ミナーについては、所員や ミッション専攻研究員だけでな く所外の様々な領域
の研究者を囲み学生達 とも一緒になって 自由に意見交換を行い、よ り広い生存圏科学の展開
に向けて相互の理解 と研鐙を深 めるとともに、新 しい研究 ミッシ ョンの開拓に取 り組 んだ。
セ ンター会議およびセンター運営会議を開催 し、センターや ミッシ ョン活動の円滑な運営
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生存圏研究所では、 ミッション専攻研究員 を配置 している。 ミッシ ョン専攻研究員 とは、
研究所の学際萌芽研究セ ンターあるいは開放型研究推進部 に所属 し、生存圏科学の創成を 目
指 した4つ の ミッシ ョン(環境計測 ・地球再生、太陽エネルギー変換 ・利用、宇宙環境 ・利
用、循環型資源 ・材料開発)に係わる萌芽 ・融合的な研究プロジェク トに専念する若手研究者
で、公募によって選任 してい る。
3.ミ ッシ ョン専 攻研究 員の研 究概要
氏名(共 同研究者)、プロジェク ト題 目、研究内容
稲飯洋一(塩谷雅人):大気微量成分観測に基づく対流圏成層圏大気輸送過程の評価
地球温暖化 ・オゾンホール は、温室効果気体やオゾン破壊物質の人為的過剰放出が原因
で生 じている。 これ らの物質は人間活動に伴い多くは地表付近 に排出 され、上部対流圏へ
輸 送 され た後 、赤道 域 に存 在す る対 流 圏一成 層 圏遷移 層;熱 帯対 流圏 界層(Tropical
TropopauseLayer(TTL))を通過 して、成層圏へ と流入 している。その後赤道域で上昇 し、
より高緯度の成層圏全体へ と輸送 される(Brewer-Dobson;B-D循環)。地球環境変動問題 を
解決す るためにはこの輸送過程の理解が不可欠であるが、その理解は不十分であ り変動の
将来予測 に大きな不確定性を生んでいる。
本研究は、排 出 ・吸収源が時空間的に偏在 しなが ら地表付近 に存在 し長い化学的寿命 を
持つ二酸化炭素を トレーサー として、大気輸送過程を評価す るものである。成果 として以
下の事を見出した。
・下部対流圏における二酸化炭素濃度 と大気輸送について:赤 道東部太平洋 の下部対流圏
において観測 された異なる二酸化炭素濃度 を持つ空気塊について各 々の移流経路 を調査 し
た。その結果、力学場か ら評価 された空気の移流経路 と二酸化炭素濃度の間に密接 で整合
的な関係がある事を見出した。
・上部対流圏における二酸化炭素変動について:地 表付近の大気は対流活動により上部対












1957年のスプー トニク1号 の打ち上げ以来、人類は活動範囲を宇宙に広げて多 くの人工
衛星を打ち上げてきた。 しか し、それ と同時に、打ち上げで使用 したロケッ ト等の破片や
運用を終了 して地球の周囲を浮遊 している人工衛星等の宇宙 ゴミ(スペースデブ リ)は増
え続けてお り、2012年1.月現在、地上か らの観測でカタログ化(地球低軌道で10cm以上)
されているだけでも16000個を超える。デブ リは地球低軌道では約7km/sの速度で移動 し
てお り、これ らが運用 中の人工衛星や国際宇宙ステーシ ョンな どに衝突すれば装置が壊れ
た り、乗員の生命 に危険及ぼ した りする恐れがあ り、宇宙開発 を継続する上で国際問題 と
なっている。
さらに各国のデブ リ推移モデルによ り、これ以上打ち上げを行わな くても、既に軌道上
にあるデブ リ同士が衝突す ることによって、デブ リの数が どん どん増加 して しま う自己増
殖がすでに開始 していると考えられてお り、実際、2009年にはアメ リカ ・ロシアの通信衛
星同士が衝突す る事件等が起きている。
従って、今後 これ以上スペースデブ リを発生 させ ないように努力す るだけでは不十分で、
今既 にあるスペースデブ リを能動的に取 り除 く必要性がある。ただ、デブ リは地球低軌道
などのいくつかの軌道 にまとまって存在 してい るため、デブ リ全てを除去す る必要はなく、
そのよ うな軌道か ら年間5個 程度の大型のデブ リを除去 し続 けることでデブ リが衝突す る
危険度を効果的に下げることができる。
能動的に地球近傍のスペースデブ リを除去す るには、例えば、デブ リ除去衛星 を打ち上
げてデブ リを捕獲 し、軌道を変換 してデブ リを地球大気圏に突入 させ る方法が考え られ る。
しか し、従来か ら人工衛星で使 われているガスジェッ トを使ってスペースデブリの軌道 を
変更 させ るには多量の推進剤が必要 となる。そ こで本研究では、地球周辺の宇宙環境を積
極的に利用 して、宇宙空間に存在す るプラズマにより除去衛星を帯電 させ、その帯電 した
衛星が地磁場を横切って得 るロー レンツカ を推力 とす ることで、推進剤無 しにデブ リの軌




こし、さらに我が国では2011年に起 こった未 曽有の大災害によ り、社会供給 されてきた電
力の発電方法が見直 されていることを受 け、化石エネル ギーに代わる安全且つ再生可能な
エネルギーの創 出が急務 である。再生可能資源であるバイオマスは風力エネルギーや地熱




と競合す る穀物系バイオマスを避け、非可食バイオマス中のセル ロースを有効活用す るた
めに環境負荷が小 さい酵素法を選択 して高効率エタノール生産の実現を目指 している。 し
か しなが ら、酵素コス トはバイオエタノールの全製造 コス トの中で大きなウェイ トを占め
てお り、酵素使用量の低減が重要な課題 となっている。そのためには、バイオマス とセル
ラーゼ ミクスチャー との相互作用解析の基盤 として、「セルロースvs.単一酵素」の関係 を
正確 に理解する必要がある。
そこで、本 ミッシ ョンでは① 「酵素糖化 されやすい」セルロースの化学構造特性の解明、
②加水分解酵素の機能 を正 しく評価する新 しい手法の提案、③新規分析方法のハイスルー
プッ ト化、 とい う3つの課題 を掲げた。課題①では、セルロース ミクロフィブリル上のど
こに酵素が吸着 し、分解 しているのかを明 らかにするため 「セルラーゼ とミクロフィブ リ
ルの相互作用」の可視化に取 り組んだ。課題②では、モデル基質を用いたこれまでの評価
法 とは異な り、実際のセル ロースミクロフィブ リルに対する酵素活性評価法の確立を試み
た。課題③では、課題②で提案 した新規評価技術 に関 してスペ ク トロス コピーを用いた迅
速かっ簡便な解析法の検討を行った。
松原恵理(矢野浩之):木材の抽出成分による健康影響に関する評価研究
木材(と くにスギ材)に は優れた空気浄化機能があ り、また内装仕上げによって抑 うつ
や不眠な どの症状改善が観察されている。そ こで本研究では、木質環境 とヒ トの生理 ・心
理応答の関係性 に関す る科学的データの蓄積を 目的 として、特に揮発性の高い成分の機能
性に着 目して研究を進 めてきた。
まず、木質環境下でヒ トの生理 ・心理応答解析 を行った。スギを供試材料 として用い、
板 目面に繊維直交方向に多数 の溝(スリッ ト)を等間隔に切削加 工 して木 口を露出させた
材 を用いて内装パネル を作製 して、供試空間内壁 に施工 した。供試空間は大学構内研究棟
の実験室 を使用 し、同規格の隣室をスギ材無施工の対照 とした。 さらに、両実験室にパー
テ ィションを設置 してスギ材の視覚的な影響を除いた。供試空間内のスギ材 由来の揮発成
分は、捕集管を用いて捕集 し、GC-MS(ガスクロマ トグラフ質量分析計)に て分析、成分同
定および濃度の算出を行った。温湿度については、供試空間内に温湿度計を常置 し記録 し
た。生理 ・心理応答実験では、実験被験者 に対 して、スギ材室 と対照室で各1回 ずつ、計
算作業に従事 させ た。生理応答は、心拍数や 自律神経系指標、唾液 中のホルモン濃度、酵
素活性について解析 した。実験前に心電図計測用電極を装着 し、心拍数や 自律神経系指標
の変動を連続的に計測 した。また、実験前 ・中 ・後の計三回に被験者か ら唾液検体を採取
し、分析 に供 した。心理応答は、供試空間の印象 を問 う調査表 を自作 し、被験者に計算作
業後に調査票を記入 させて解析に供 した。
本年度は、スギ材由来抽出成分の交感神経系への作用メカニズムを解明するために、新
たな実験系も試みた。上記のヒ ト実験で用いた材料 と同産地のスギ材 を供試材料 として用
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い、破砕 して粉末に して、水蒸気蒸留法にてスギ材精油を得た。実験には雄 ラットを用い、




適応性な ど様々な特徴 を有 してお り、特筆すべきはそのバイオマス生産性の高 さである。
例 えば、熱帯で栽培 されているソルガムの年間生産量は新鮮重で600t/ha(乾物重でおよ
そ100t/ha)にも達 し、熱帯早成樹の10倍以上のバイオマス量を生産す る。また、日本 に




優良な構造へ改変 し、その改変 リグニンを大型イネ科植物に大量生産 させ ることを最終 目





図1:日 本 で栽培可能な代表 的な大型イネ科植物
(a)大型イネ科植物 の栽培可能な地域 と生産量、(b)エリア ンサス(分 姦η訪〃5∂r伽ゴ初∂oθ〃5)
の写真
4.平 成25年 度 生 存 圏 学 際 萌 芽 研 究 セ ン ター 学 内研 究 担 当 教 員
部 局 名 職 名 氏 名 研 究 課 題
文学研究科・文学部 准教授 伊勢田 哲治 環境科学における科学知とローカル知の協同
教 授 余田 成男 赤道域大気変動に関する数値実験的研究
教 授 柴田 一成 太陽活動現象
理学研究科・理学部 教 授 里村 雄彦 赤道域降水変動に関する観測的及び数値実験的研究
教 授 鍵山 恒臣 火山からの火山ガス放出の遠隔測定の研究
教 授 一本 潔 太陽活動と宇宙天気
一ll8一
生 存 圏研 究 第10号p.1192014年
教 授 嶺重 慎 宇宙プラズマ現象
理学研究科・理学部
教 授 長田 哲也 宇宙空間ダストの赤外線観測
工学研究科・工学部 准教授 須崎 純一 マイクロ波リモートセンシングによる都市域モニタリング
教 授 木村 恒久 セルロースの機能化に関する研究
教 授 阪井 康能 植物由来揮発性化合物を介した生物間相互作用の研究
教 授 谷 誠 森林利用の水資源に及ぼす影響
教 授 高部 圭司 木質バイオマスの基本構造と多面的利用に関する研究
教 授 藤井 義久 木材の生物劣化の非破壊診断技術開発
農学研究科・農学部
教 授 本田 与一 バイオマスの循環メカニズムの解明と利用
教 授 高野 俊幸 林産物由来の有用抽出成分の提案に関する研究
教 授 北島 薫 熱帯林動態の機能的形質を利用した解析
講 師 坂本 正弘 タケ資源の有効利用
助 教 小杉 緑子 森林・大気間における熱・水・CO2交換過程
人間.環境学研究科.教 授 内本 喜晴 リチウムイオンニ次電池および燃料電池材料の開発
総合人間学部 教 授 市岡 孝朗 森林生態系における生物間相互作用に関する研究
教 授 坂 志朗 ヤシ科植物の総合的エネルギー利用の研究
教 授 佐川 尚 光合成型エネルギー変換
エネルギー科学研究科
准教授 河本 晴雄 ヤシ科植物の総合的エネルギー利用の研究
助 教 陳 友晴 鉱山開発による周辺生存圏の変化に関する研究
教 授 荒木 茂 熱帯強風化土壌における作物栽培の地域間比較
アジア・アフリカ地域研究研究科 教 授 小杉 泰 イスラーム世界における生存基盤論
教 授 池野 旬 地域経済圏の形成に関する、アジア・アフリカの比較研究
教 授 佐藤 亨 大気レーダーイメージング技術の開発
教 授 守屋 和幸 繁殖雌牛を利用した小規模放牧管理技術
情報学研究科
准教授 小山 里奈 陸上生態系の物質循環における植物の役割の評価
助 教 三田村 啓理 バイオロギングによる水圏生物の生態解明
地球環境学堂 教 授 柴田 昌三 竹資源の有効活用の促進
化学研究所 教 授 中村 正治 化学資源活用型の有機合成化学の開拓
教 授 長崎 百伸 先進核融合エネルギー生成
エネルギー理工学研究所
教 授 片平 正人NMR法 を用いた木質バイオマスの活用の研究
教 授 寳 馨 生存圏諸過程における防災技術政策に関する研究
教 授 千木良 雅弘 地圏・水圏インターフェースでの岩石風化現象の解明
防災研究所
教 授 中北 英一 大気レーダーの水文学への応用に関する研究
教 授 石川 裕彦 境界層レーダーによる境界層観測とその気象防災への応用
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准教授 福岡 浩 森林圏における土砂災害・土砂環境の研究
助 教 王 功輝 森林圏における土砂災害・土砂環境の研究
ウイルス研究所 教 授 藤田 尚志 木竹酢液の抗ロ蹄疫ウイルス活性の研究
教 授 松林 公蔵 医学からみた人間の生存圏
教 授 水野 廣祐 東南アジアにおける持続的経済社会とエントロピー
東南アジア研究所 教 授 藤田 幸一 熱帯アジアの水資源利用・管理に関する研究
教 授 河野 泰之 東南アジアの生活・生業空間の動態
准教授 甲山 治 泥炭湿地における大規模植林が周辺環境に与える影響評価
教 授 中島 浩 生存圏に関する計算実験への計算機科学的アプローチ
学術情報メディアセンター
准教授 岩下 武史 生存圏に関する計算実験への計算機科学的アプローチ
生態学研究センター 准教授 陀安 一郎 集水域の同位体生態学
准教授 柳澤 雅之 生態環境資源の地域住民による利用と管理に関する研究
地域研究統合情報センター
助 教 星川 圭介 人間の自然環境への適応形態と生存基盤の変化に関する研究
教 授 荒井 修亮 バイオロギングによる水圏生物の生態解明
フィールド科学教育研究センター
助 教 坂野上 なお 木造住宅生産システムと木質材料の供給に関する研究
アフリカ地域研究資料センター 教 授 重田 眞義 アフリカにおける在来有用植物資源の持続的利用
5.平 成25年 度 生存 圏科 学萌 芽研究 プロジ ェク トー覧
氏 名 研究プロジェクト題目 共同研究者 関連部局




2北 海道立総合研究機構 一力学的性質の異なる樹木か 阿部 賢太郎 北海道立総合研究機構
森林研究本部 ・林産試験場 ら力学的性能の均一な材料へ 森林研究本部 ・林産試験場
・研究主任)一
、(京都大罪 熱 ジア研究 騰 灘 毒義灘 暫欝 京都大学東南アジア研究所
Kok-Boon所 ・助教)析 の活用
Neoh
伊福 伸介 高強度キチンナノファイバー多 阿部 賢太郎
4(烏 取大学・工学研究科 ・ 孔体を用いた骨再生用足場材 矢野 浩之 鳥取大学工学研究科
准教授)料 の開発 井澤 浩則
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(大鮒 燦 学.シ ・イヌまズナとエンドファイト 梅澤俊明 大阪府立大学生命環境科学研究5
生命環境科学研究科 灘 欝 朧 鍵 直物 講 薔 科
・助 教)
尾崎 光紀VLF帯 ホイスラモード漸 対象 、1、嶋 浩嗣
6(金 沢大学 ・理工研究域 としたサーチコイル磁力計の電 金沢大学理工研究域
.助教)流 検出型CM。Sプリアンプ開発 ノ、木谷 聡
肥塚 崇男 揮発性フェニルプロパノイド生 鈴木 史朗
7(京 都大学麟 学研究所 盤 禦潔 蟷 舌鼎 価と 鷲 繍 京都大学化学研究所
赤道大気レーダーとGPS受信
・ 耀細 繋惣 蠕 鑓 羅 欝 熱 球環_
の検証
9(京 都大攣 稿 研究所 鶏 易 斎 £二葺㌫ 阿部賢轡 京都大学化学研究所
辻井 敬旦・助教)ル ギー材料の開発
鈴木 臣 低廉大気光カメラの開発～超高
1・ 太編 鶏 屍所 騰 搬 銘 読 盗 こ 山本衛 名古屋大学太陽地購 研究所
・特任助教)て ～
高橋 征司 イソフラボンダイナミクスの解明 中山 亨
11(東 北大学 ・工学研究科 と環境親和性が高く持続的な植 杉山 暁史 東北大学工学研究科
・准教授)物 有用物質生産系への応用 矢崎 一史
_細 陽明 マイク。バブルを用いた酸イヒ物 上田 義勝12(尿都大学'化 学研究所 ナノ粒子の合成 横尾 俊信 京都大学化学研究所
・准教授)
13(京都大蟹 郵 圏研究調 攣 辮 謄 霧;灘 日本気象株式会社
.助 教)ウ ド.アプ リケ_シ.ン 東 邦 日登
山本 衛
三室洋平 舌罵 輔 繍 欝 羅 神戸大学システ欄 学研究科
(神　 大 学 ・ 一 大 村 善 治14 システ輔 学研究科 鱗 翻 譜;糞鵯:棚 真史 講 空研究開発辮 宇宙科学
'特 命 助 教)
ユ レ_シ.ン 研 究
Frederic
Marion-Poll




山本 真之 ウ.ンドブ。ファイラ_レ_ダ_lll村 誠治 情報通信研究機樋 磁波計沮ll研
16(京 都大学.生 存圏研究所 用ソフトウェア受信機の高機能 中城 智之 究所






代表者氏名:阿 部賢太郎(京 都大学 ・生存圏研究所)
共同研究者:西 村裕志(京 都大学 ・生存圏研究所)
2.研究概要
樹木細胞壁中で リグニンが重合 ・堆積す ることを 「木化」 といい、この木化が樹木の巨
体 を支える上で重要な役割を果たしていると考え られている。木化による細胞壁の疎水化
は樹木の水分通導に寄与 し、また細胞壁の物性 も向上する。 さらに、セル ロースやその他
の多糖類 によって構築されたネ ッ トワー ク内部に リグニンが充填す ることにより、細胞壁
は強固な繊維強化複合体構造を形成する。その他、木化 は繊維細胞同士の強固な接着や、
樹体を支持するために不可欠なも う一つの要因である表面成長応力の発生にも寄与 してい
ると言われる。いずれ にせ よ、樹体の 自重支持および姿勢保持 には文字通 り 「木化」が極
めて重要な現象 となる。しか し、樹木細胞壁への木化の力学的寄与を調べることは難 しい。
例 えば、樹木細胞壁か らリグニンを化学的に除去することにより、その前後の細胞壁物性
を測定す るとい う手段 も考え られ るが、微小な細胞壁の力学試験は容易ではない。
本研究では、木化が樹木細胞壁に及ぼす力学的な影響を考察す るため、木材か ら単離 し
た幅4-15nmのセル ロース ミクロフィブ リル(束)か ら作製 したゲルを合成 リグニンの
足場(scaf£01d)として用い、木化前後のゲル の力学特性の変化 を調べた。 ミクロフィブ
リルゲルの使用 によ り、力学試験に対 して十分な寸法および強度を有する試料の作製が可
能 となる。また、木化の程度 を、重量増加および電子顕微鏡等 による直接観察か ら推察で





共同研究者:阿 部賢太郎(京 都大学 ・生存圏研究所)
2.研究概要
樹木は、地球上に豊富に存在す る再生可能な資源であ り、古 くから木材やパルプ原料 と
して広 く使用 されている。 しか し、樹木は、樹種や生育環境によって、多様 な木部の構造
を形成す るため、形成 され る木部の力学的性質は、様々に異なる。そのため、樹木から得
られる、我々の生活で使用する木材等の 「材料」には`力 学的性能のばらつき'が 生 じる
ことが多い。
本研究では、木材等の材料の`力 学的性能の違い'に 寄与す る`樹 木の木部の階層構造
の違い'を 、物理的 ・化学的な処理等により、段階的に取 り除き、木部の構造を均一な構
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造に近づ けることで、力学的性質の異なる樹木か ら、より性能の均一な材料を得 る条件 を
見出す ことを目的 とす る。 さらに、階層構造の違いを取 り除く各過程の木部の構造変化か
ら、木部の力学的性質や材料性能の違いに寄与する木部の構造 をよ り明確にすることで、




代表者氏名:伊 藤雅之(京 都大学 ・東南アジア研究所)
共同研究者:西 村裕志(京 都大学 ・生存圏研究所)、
甲山 治(京 都大学 ・東南アジア研究所)、
Kok-BoonNeoh(京都大学 ・東南アジア研究所)
2.研究概要
イン ドネシアを中心に東南アジアに広 く分布する熱帯泥炭湿地を対象 として、溶存有機
物の質 と量にっいての調査を行った。特に、近年急速な撹乱が進む泥炭湿地について、元
来の湿地林 と人為的な伐採 ・火災を経験 した土壌 における水質の違いに着 目し、各種溶存
物質濃度 を経時的に観測 した。熱帯泥炭地には、全球 レベルで見ても膨大な量の炭素が特
に土壌炭素 として蓄 えられてお り、地下水中にも溶存態の有機炭素(DissolvedOrganic
Carbon;DOC)の形で存在 し、その流 出は河川や下流の海洋の炭素動態にも影響す る。本
研究では、地下水や排水路の水などの水質観測に加 えて、2次元核磁気共鳴(2D-NMR)
法 を用いて、熱帯泥炭地に溶存す る有機物の構造を分子 ・官能基単位で包括的に解析す る




代表者氏名:伊 福伸介(鳥 取大学 ・工学研究科)




当研究室で開発 したキチ ンナノファイバーは生体内で炎症反応を惹起 しない、生分解性、
繊維芽細胞の増殖などの特徴がある。一方、骨を再生する足場 には、骨組織 との親和性お
よび骨欠損部を支持す るための強度が要求され る。骨の成分 として知 られ るハイ ドロキシ
アパタイ トは生体適合性 を有 し、骨組織 との親和性にも優れ る点で有効であるが、単体で
は強度が低い。本研究ではキチンナノファイバー とアパタイ トを複合 した骨再生材料製造
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を検討 した。その手段 として、①アパタイ トをキチンNF表面に析出させる ミネラ リゼーシ
ョン法、②カニ殻に含まれ る炭酸カルシウムをアパタイ トに変換す るイオン交換法を適用
した。成形性 と操作性 に優れ、骨欠損部の足場 として治癒す るまで保持 し、良好な生体親
和性 を持つ高性能 ・高機能の新素材 としての利用が期待 され る。
(5)シロイヌナズナとエンドファイトの共培養液中に存在する植物根系発達因子の構造決定
1.研究組織
代表者氏名:小 川拓水(大 阪府立大学 ・生命環境科学研究科)
共同研究者:梅 澤俊明(京 都大学 ・生存圏研究所)、
太 田大策(大 阪府立大学 ・生命環境科学研
究科)、岡澤敦司(大 阪府立大学 ・生命環境科学研究科)
2.研究概要
エン ドファイ ト(共生菌)は 着生 した宿主植物に生育促進効果やス トレス耐 性をもたら
す農業生産上有用な生物資源である。本研究では、植物 と共生菌の互恵関係成立の分子機
序の一端の解明を目指 し、両者間の物理的接触に非依存的な低分子化合物を介 した相互作
用に関す る知見を得 ることを 目的とした。独 自に開発 した隔離共培養系を用いることで、
植物 と共生菌の共培養液中に宿主植物の発根促進 と防御応答 を誘導す る低分子化合物が存





代表者氏名:尾 崎光紀(金 沢大学 ・理工研究域)
共同研究者:小 嶋浩嗣(京 都大学 ・生存圏研究所)、八木谷聡(金 沢大学 ・理工研究域)
2.研究概要
科学衛星によるプラズマ波動観測は1990年代の一地点観測か ら2000年代に入 り多点観
測が主流 にな りつつある。 これに伴い、観測性能 は維持 しなが ら、超小型かっ超低消費電
力で同じ特性のデバイスを大量に開発す る技術は、科学計測器の開発研究分野において技
術革新の時期を迎えている。 これに対 し、本研究は集積回路の強みである同 じ特性 のもの
を大量に製作できる利点を活か し、生存圏の一部である地球磁気圏におけるプラズマ波動
観測器の誘導磁界セ ンサ(ル ープアンテナやサーチ コイル)用 多チャンネルCMOSプ リ
アンプをアナ ログASICにより実現 した。開発 したCMOSプ リアンプは、磁界3成 分 と
予備入力 を備えた4ch入力分を5mm×5mmチ ップ内に収めた。電気的性能は、60kHz
で最小磁界検出感度100fT〃-Hzを示 し、従来品 と同等の磁界検出感度を実現 しながら、





代表者氏名:肥 塚崇男(京 都大学 ・化学研究所)
共同研究者:鈴 木史朗(京 都大学 ・生存圏研究所)、柘植知彦(京 都大学 ・化学研究所)、
梅澤俊明(京 都大学 ・生存圏研究所)
2.研究概要
植物が生産す る揮発性のフェニルプロパ ノイ ド香気物質は、耐虫性や耐病性など植物防
御戦略の一つ として植物が利用す るだけでなく、植物の周 りの生態系を構成する多様な生
物種のための情報伝達の役割 を担 う。 さらに、フェニルプロパ ノイ ド香気物質を含む植物
精油は、多彩な生理活性 を示すだけでなく、薬効成分 としても利用 されるためヒ トの疾病
治療や健康維持 につながる重要な生体防御物質 と呼ぶ ことができる。本研究では多様なフ
ェニルプロパ ノイ ド香気物質の化学構造の違いが生物活性にどのよ うに影響するか明らか





代表者氏名:齋 藤 享(電 子航法研究所)
共同研究者:吉原貴之(電子航法研究所)、大塚雄一(名古屋大学 ・太陽地球環境研究所)、
山本 衛(京 都大学 ・生存圏研究所)
2.研究概要
磁気低緯度地域において衛星航法をよ り高度に利用するため、プラズマバブルに伴 う電
離圏全電子数の局所的な変動を検出 し影響 を排除する必要がある。 これまでは、電離圏異
常の監視 をシステム内で完結 させ ることが重視 されてきたが、 より高度 な利用のために
VHF帯の後方散乱 レーダー を用いた多 ビーム観測によるプラズマバブル検 出を提案す る。





代表者氏名:榊 原圭太(京 都大学 ・化学研究所)






題や環境問題を解決 し得る重要なデバイスの一つ と言 える。大幅なコス トダウンの可能性
を秘めた次世代型太陽電池の候補 として、有機半導体を用いて作製 される有機薄膜太陽電
池がある。現在主流のバル クヘテロ型太陽電池はp型 およびn型 有機半導体をそれぞれ混
合 して薄膜化 して作製 されてお り、軽量 ・フレキシビリティー ・デザインの 自由度が大 き
いことか ら、太陽電池の新たな応用分野につながると期待 されている。その障害 となるの
は、無機太陽電池 と比較 して光電変換効率(η)が 低い点であるが、近年、有機半導体の
分子設計を最適化す ることで理想的なバルクヘテ ロ相分離構造が作製 され、 ηニ10%以上
が達成 されている。 しか し、その光活性層 はわずか100nmと薄いため、十分に太陽光 を
吸収できてお らず、また、耐久性の低 さは大きな課題である。 このような背景の下、本研
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測が行われ始めてい る。通常、大気光カメラー式の価格 はお よそ1000万円であるが、本
研究ではオー ロラ観測 システムを大気光観測に応用 し、一式の価格 を20万 円程度に抑 え
た大気光観測用(OH大 気光:発 光高度85km)の低廉カメラシステムを構築 した。 これ
により、これまでよ り極めて低価格なネ ッ トワーク観測体制の構築が可能 となり、大気重
力波の水平伝搬特性や大気上下結合研究が飛躍的に進む可能性がある。
カメラは、ワテ ック社製WAT-910HXIRCに魚眼 レンズYV2.2×1.4A-2(FUJINON)
お よびOH大 気光用の近赤外 ロングパスフィル タ(Edmund62987)を取 り付けた。画
像は ビデオエンコーダ(AxisM7001)を介 してパ ソコンに取 り込まれ る。カメラの作成お




日より1週 間程度のテス ト観測 を行なった。同サイ トには、名古屋大学太陽地球環境研究




代表者氏名:高 橋征司(東 北大学 ・工学研究科)
共同研究者:中 山 亨(東 北大学 ・工学研究科)、 杉山暁史(京都大学 ・生存圏研究所)、
矢崎一史(京都大学 ・生存圏研究所)
2.研究概要
イ ソフラボンはマメ科植物 に豊富に含まれ、共生的窒素固定を行 う根粒菌に対 しては誘
引分子 として、また、植物病原菌に対 しては抗菌物質 として機能す ることか ら、実用作物
であるダイズにおけるイ ソフラボン代謝制御機構の解明 と代謝工学への応用は、食糧生産
や生理活性成分生産などに貢献す る非常に重要な課題である。イ ソフラボンの多 くは配糖
化 ・アシル化 された修飾型 として液胞内に蓄積 されているが、それがイ ソフラボンを介 し
た植物一微生物問相互作用にどの様に寄与 しているのか不明であった。本研究では、ダイズ
の根からのイ ソフラボン放出を詳細 に分析するとともに、培養細胞系を用いて細胞内のイ
ソフラボン動態 を解析することで、イ ソフラボン輸送機構の実体解明を目的 とした。ダイ
ズの根か らの分泌イ ソフラボンの分析から、微量のマ ロニル配糖体 も検出されたことから、
修飾型イソフラボンの細胞外への輸送が示 された。細胞 レベルでの解析系構築のため、ダ
イズの子葉由来の懸濁培養細胞系 とその形質転換方法の確立に成功 した。 この培養細胞は
根組織 と比較 しイ ソフラボン蓄積量が1/3程度であったが、植物組織 と類似 のイ ソフラボ
ン代謝応答を示 した。また、フラボノイ ドアグ リコンに特異的に結合する蛍光分子である
DPBAでこの細胞を染色 し、細胞質においてシグナルを検出することができた。本研究で確
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その結果、作製プロセス とナ ノ粒子の粒径や結晶形 との相関があることが明 らかとなった。








電子顕微鏡観察 によって針状の結晶が収率良 く生成できることを見出 した。ナ ノバブル と
水 との間の気液界面が不均一核 として働 くため、多数の結晶子が生成 し、溶液中のZn2+
の濃度が減少 し、結晶成長が抑制 されると考えた。
マイクロバブルを水溶液合成に用いることは容易であるため、今後様々な合成に適用可
能だ と期待 され る。
(13)局地的極端気象予測を目指したスケーラブルな数値予報クラウド・アプリケーション
1.研究組織
代表者氏名:古 本淳一(京 都大学 ・生存圏研究所)
共同研究者:櫻 井渓太(日 本気象株式会社)、橋 口浩之(京 都大学 ・生存圏研究所)、
東邦昭(京 都大学 ・生存圏研究所)、山本衛(京 都大学 ・生存圏研究所)
2.研究概要
近年の地球環境変化 によ り災害をもたらすよ うな極端気象現象の頻度は増加 してお り、
今後も増加 の可能性が予測 されている。 こうした極端気象は現象のスケールが小 さく寿命
も短いことから予測が難 しく、最先端の研究開発が進め られている。 この精密な予測には
現象を解像できる最先端の観測技術開発 と高精細シミュレーシ ョンが極めて重要である。
起伏や地表面状態の多様性 に富む我が国では、地形の影響 を受けて発生する災害の頻発
地域が全国に散在 している。豪雨、突風な ど安全 ・安心を脅かす災害の種類 は地域 によっ
ても異なる。 さらに頻発域内でも発生に偏在性があることも知 られ ようになってきた。局
地災害の微細構造を全国を対象にした広範囲の気象予報モデルで解像することは、膨大な
計算機能力を必要 とす るため非現実的である。このため領域を区切った子モデルを作成 し、
親モデルの結果 を利用 して詳細なシ ミュレーシ ョンを行 う手法が有効である。
本研究では大気観測、数値シ ミュレーションと最先端のICT技術 を融合 させて、発展の
極めて著 しい 「クラウ ド」技術に着 目し、クラウ ド上の計算機やス トレージ資源を活用 し
て、必要な時に必要なだけ資源 を利用 し災害の蓋然性が高い時期、場所に限定 した高精細






代表者氏名:三 宅洋平(神 戸大学 ・システム情報学研究科)
共同研究者:大 村善治(京 都大学 ・生存圏研究所)、
小路真史(宇 宙航空研究開発機構宇宙科学研究所)
2.研究概要
本研究は、ジオ ・スペースプラズマ環境 に関する理工学問題 について、超並列化 された
大規模シ ミュレーシ ョンによって取 り組むことを 目的とする。理学的な問題 として、電磁
イオンサイクロ トロン(EMIC)トリガー ド放射 と呼ばれる、周波数上昇を伴 う自然波動放射
現象について取 り扱った。内部磁気圏において、磁気嵐時に強 く生 じるイオンの温度異方
性によって 自発的に発生す るEMICトリガー ド放射を、磁気赤道付近を模擬 した1次 元 リ
アルスケールシ ミュレーションによって自己無頓着に再現 し、波動励起に重要な2種 の共
鳴電流がシミュ レーシ ョン中で交互 に現れている様子を示 し、それぞれが波動の非線形成
長、周波数上昇を支 えていることを明らかにした。さらに、パラメータ解析によって、EMIC
波動のスペク トルが外部磁場勾配によって大きく変化することを明らか とした。 これは、
衛星観測 において観測 され る、数 々のEMIC波動スペク トルが、非線形波動放射によって
形成 されている可能性 を示唆 している。また、波動のコヒー レンシーの差によって、粒子
の散乱 ・加速効率が大きく異なることを示 した。一方、工学的観点か らは、大気抵抗の補
償が重要 となる低軌道衛星のための次世代推進器 として、実用化が期待 される大気吸入型
イオンエンジンに着 目した。軌道上の原子状酸素を吸入 し、放電室内で電離 ・加速す るこ
とでイオンプルームを形成する。本研究では放電室内での電子サイクロ トロン共鳴(以 下
ECR)による種電子加速過程 と、加速 された種電子 と中性粒子の衝突 ・電離に基づ くイオ
ン生成過程に焦点をあて、大規模全粒子シ ミュレーシ ョン解析 を実施 した。
(15)ハエ目による病気媒介根絶を目指した昆虫知覚システムの解明に向けての基礎的研究
1.研究組織
代表者氏名:柳 川綾(京 都大学 ・生存圏研究所)
共同研究者:FredericMarion-Poll(フランス国立科学研究所)、AlexandraGuigue(フ









そ こで、 キイ ロシ ョウジ ョウバ エ 加050助f狛加θ狛η08∂訂θrを用 いて 、本 種 が汚染源 に
接 触 した際 に行 う衛 生 行 動 の 仕 組 み を 解 明す る こ とを 目的 に 研 究 を行 っ た 。 大 腸 菌
万50カθz∫訪 ∫∂oo万をモデル 生息環境 中微 生物 とし、昆 虫 の知 覚 として は、味覚 に焦点 を置
いて研 究 を進 めた。研 究成果 として、衛 生行動誘 導 におい て、 シ ョウジ ョウバエ 翅上 の味
覚感 覚 毛が他 の部位 に比べ て早期 にそ の機 能 を確 立 させ るこ とを明 らか に し、突 然変異 個
体 を用 いた機械感 覚器 の 関与の検討 、さらにGal4-UASシステム を利 用 した水受容感 覚器 の
衛 生行動誘 導 にお け る役 割 を調査 した。合 わせ て、共 焦点顕微 鏡 を用い て、 シ ョウジ ョウ
バ エ翅 上 に発現 す る味覚 関連 遺伝子 の調査 も行 った。 以上 の研 究 に よ り、シ ョウジ ョウバ
エ の翅 上味覚受 容細胞 が、衛 生行動 の誘 導 にお いて重 要 な役割 を果 た してい る ことを認 め
た。
(16)ウィンドプロファイラー レーダー用 ソフトウェア受信 機の 高機能 化
1.研究組織
代 表者氏名:山 本真 之(京 都 大学 ・生存圏研究所)
共 同研 究者:川 村誠 治(情 報 通信研 究機 構 電磁波 計測研 究所)、 中城 智之(福 井 工業 大学 ・
電 気電子 情報 工学科)、GANTong(京都 大学 ・情報学研 究科)、 橋 口浩之(京
都 大学 ・生存 圏研 究所)
2.研究概要
2012年に、1.3GHz帯ウィン ドプ ロフ ァイ ラー(WPR)であ るLQ-7にお け る レンジイ メー
ジ ング機 能付加 を 目的 と したWPR用受信機 が 開発 され た。WPR用受 信機 はEttusResearch
社製 の汎 用 ソフ トウェア無線機(通 称USRP)と信号 処理用 パ ソ コン(PC)で構成 され るた
め、安価 で あるのみ な らず汎 用 プ ログラ ミング言語 であ るC++を用 いた柔 軟 な リアル タイ
ム信 号処 理 の実 装が 可能 な特長 を備 える。 しか し、現在 のWPR用受信 機 は、送信 トリガ信
号 を用 いた受信信 号 のサ ンプ リン グが で きない欠 点 があ る。
本研究 は 、LQ-7用に開発 したWPR用に対す る以下 の機 能付加 を行 うこ とを 目的 と してい
る。1)送信 トリガ信 号 を用 いた受信信 号サ ンプ リングを実現す るこ とで、赤道 レー ダー等
の他 の大 気 レー ダー に受信機 を付加 で き る汎用性 を確保 す る。2)動 的に クラ ッタ(地 面か
ら等 の不 要信 号)を 抑圧 す るア ダプテ ィブ クラ ッタ抑圧 や 、角度分解 能 を向上す るコ ヒー
レン トイ メー ジ ングに必要 とな るマル チチ ャンネル受信 を実 現す る。
研 究 実施 を通 じ、WPR用受信機 の高機 能化 を実現す る十分 な見通 しを得 た。1)に関 し、
パ ル ス波 形 をUSRPでそ のまま取得 で きる ドー ター ボー ド(LFRX)を使 用 し、さらに レーダ
ー か ら出力 され る送信 トリガ信号 をUSRPに 入 力す るた めのイ ンター フェー スを作成す る
ことで、送信 トリガ信 号 を受信 サ ンプル に使用 で き る見通 しを得 た。2)に関 し、C++を用 い
たプ ログ ラム コー ドを作成す るこ とで 、複数 台 のUSRPを同期す る方 法 を確 立 した。WPRの
実 デー タ取得 に も成 功 した。
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上野 悟 京都大学 ・宇宙総合学研究
太陽活動CallK画像データベ 浅井 歩










イオマス植物の持続的 山村 正臣 千葉大学・環境健康フィール
3(京 都大学生存圏研究所 ・t2,4





笠羽 康正 宇宙圏電磁環境計測用高度 小嶋 浩嗣
東北大学理学研究科
4(東 北大学理学研究科 ・ プラズマ波動・電波観測シス 熊本 篤志3
富山県立大学 ・工学部
教授)テ ムの開発 石坂 圭吾
古田 裕三
川井 秀一 スギ木ロスリット材の吸放湿 矢野 浩之 京都府
立大学 ・生命環境科










のリモートセンシング機 矢吹 正教 千葉大学 ・環境リモートセン
(千葉大学 ・環境リモート
7器 を用いた大気汚染物質の 眞子 直弘 シング研究センター1
センシング研究センター・
動態把握に関する研究 齊藤 隼人 千葉大学 ・融合科学研究科教授
)
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小嶋 浩嗣 小型電磁波センサーノー ドに
8(京 都大学 ・生存圏研究所 ・ よるセンサーネットワークの開 八木谷 聡 金沢大学 ・理工研究域1β
准教授)発
原子力施設における物質移 石田 祐宣児
玉 安正 弘前大学 ・理工学研究科
流拡散予測のためのウィンド 橋ロ 浩之
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(福井工業大学 ・ 局地循環に伴う小スケール大 山本 真之 福井工業 ・大学電気電子情
131
電気電子情報工学科 ・ 気乱流の生成機構解明 橋ロ 浩之 報工学科
准教授)
二瓶 直登 福島県下の農用地における 上田 義勝
東京大学 ・農学生命科学研
(東京大学 ・ 放射性物質の分布調査とダイ 徳田 陽明
14究 科1
農学生命科学研究科 ・ ズの放射性セシウムの移行 杉山 暁史 京都大学 ・化学研究所
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塩谷 雅人
藤原 正智 北海道大学 ・地球環境科学
長谷部 文雄 林 政彦
研究院
(北海道大学 ・ATTREXと 連携した熱帯対流 西 憲敬
16福 岡大学 ・理学部1
地球環境科学研究院 ・ 圏界層脱水過程の研究 柴田 隆
名古屋大学 ・環境学研究科




畑 俊充 田川 雅人
木質系DLC被 膜による低軌 神戸大学 ・工学研究科








松田 陽介 高梨 功次郎 三重大学 ・生物資源学研究海岸林に生育する菌根菌
の
19(三 重大学 ・生物資源学研究 矢崎 一史 科1
耐塩性機構の解明








松本 淳 濱田 純一 首都大学東京 ・都市環境科
首都圏の雷雨を伴う対流性降
(首都大学東京 ・ 橋ロ 浩之 学研究科
21水 システムに関する統合観測1
都市環境科学研究科 ・ 高橋 洋 サレジオ工業高等専門学校
研究教




スペースデブリの観測・除去 中宮 賢樹 宇宙航空研究開発機構
22(京 都大学 ・生存圏研究所 ・1β






吉村 剛 熱帯アカシア人工林における 簗瀬 佳之 山ロ大学 ・農学部
23(京 都大学 ・生存圏研究所 ・ シロアリおよび木材腐朽菌類 土居 修一 京都大学 ・農学研究科1,2,4






辺 隆司 バイオマス高度利用のための 井ロ 亮
学研究所











代表者氏名:伊 藤嘉昭(京 都大学 ・化学研究所)
共同研究者:福 島 整(物 質材料研究機構)、山下 満(兵庫県立工業技術センター)、矢暗一
史(京 都大学 ・生存圏研究所)、杉 山暁史(京 都大学 ・生存圏研究所)、谷川
東子(独立行政法人森林総合研究所)、平野恭弘(名古屋大学 ・環境学研究科)
2.研究概要
イオ ウ酸化物や窒素酸化物な ど大気から負荷 される酸性物質は、生物にとって栄養であ
る塩基類や、生物に有害なアル ミニウム(Al)を溶出させる作用がある。 このため過剰な
酸性物質の供給 によ り、土壌は酸性化 し貧栄養になる。欧米の先行研究では、土壌 の酸性
化 とその植生への影響 を数値化 し,森林生態系間で比較 した り樹木衰退 リスクを判断 した
りするために、様 々な指標が提案 されている。CaがAl毒性 を緩和 させる効果をもつ こと
か ら考案 された葉や根のCa/Alモル比は、葉12.5、根0.2を下回ると深刻な成長低下が起
こる可能性があるとされている。ただ し日本の植物は酸に対す る耐 性が強い と考 えられて
お り、 この指標の閾値が正 しく判定基準になるのかは疑問である。またCa/A1比の有用性
は実験的には確認 されているものの野外での実証データは現在の ところみあた らない。森
林総合研究所では、1990年代に全国20kmx20kmに1箇所の割合で採取 された1034点




これ らの葉や根 のCa/Alモル比は枯 死兆候 がない樹木で あって も閾値 を下回っている
個体 が存在す る との仮説 を導き、これ を検証 した。秋 に根 を5反復 と葉を3反 復で採取
し、乾燥粉砕 した試料のアル ミニウム含量、カルシウム含量を蛍光X線 分析法で測定 した。





代表者氏名:上 野 悟(京 都大学 ・理学研究所)
共同研究者:津 田敏隆(京都大学 ・生存圏研究所)、北井礼三郎(京都大学 ・理学研究科)、
金 田直樹(京 都大学 ・理学研究科)、浅井 歩(京 都大学 ・宇宙総合学研究ユ




羽 田裕子(京 都大学 ・理学研究科)
2.研究概要
京都大学理学研究科附属天文台では、太陽彩層の全面観測 を1926年以降継続 してきた。
長期にわたって太陽活動 ・彩層活動 をこのような長い期間観測 したものは世界的にも稀で
あ り、貴重な一級の資料であるため、我々はこれを活用するための作業を行 なって来てい
る。オ リジナル資料である写真乾板は、既 に90年近 く経過 してその劣化が進みつつあった
ため、昨年度までの期間でこれ らを先ずは全てデジタル化す ると共に、添付 されていた紙
の資料に記載 されている情報 を独 自フォーマ ッ トでメタデー タ化 した。
今年度の具体的な作業 としては、(1)先ず はデジタル化 したそのままの画像デー タを公開
す るシステムを整備 し、(2)更にデジタル画像データを科学的解析 に迅速に適用できるよ
う整形 した上で、それ らも併せて公開。(3)一方で各デジタル画像毎のメタデータを世界的
に汎用性の高いフォーマ ッ トに変換 し、IUGONET検索システムに登録。(4)これ らのデータ
を用いて太陽紫外線放射量のプロキシ指標 を導出、等の推進 を目標 とした。
本データセ ッ トは直接的には太陽活動 ・太陽彩層活動を把握す る基礎資料であるが、
彩層活動は太陽か らの紫外線放射の指標 となるものであ り、地球上層大気への紫外線放射
及び地球上層大気加熱問題にとって重要な観測的境界条件を与えるものである。我 々のプ
ロジェク トの最終 目的は、 この太陽活動周期4サ イクル にわたる太陽一地球環境の変遷 を
明らかにする事であ り、生存圏科学に とって重要で基礎的な資料 となるもの と考え られ る。
本研究は、その基礎 となるデータ整備 とキー となる物理量の導出を行 うものである。
(3)熱帯バイオマス植物の持続的生産と利用の応用展開
1.研究組織
代表者氏名:梅 澤俊明(京 都大学 ・生存圏研究所)
共同研究者:矢崎一史(京都大学 ・生存圏研究所)、杉 山暁史(京都大学 ・生存圏研究所)、
鈴木史朗(京都大学 ・生存圏研究所)、山村正臣(京都大学 ・生存圏研究所)、
柴 田大輔(か ず さDNA研 究所)、三位正洋(千葉大学 ・環境健康 フィール ド
科学セ ンター)、我有 満(九 州沖縄農業研究センター)、上床修弘(九州沖縄
農業研究センター)
2.研究概要
木質は再生可能バイオマス資源の内最 も蓄積量が多 く、今後人類が持続的に生存を続 け
るうえで必須の再生可能バイオマス資源である。そ こで、木質の持続的生産 ・利用を経済
的に成 り立たせ るために、代謝工学に基づく木質の高付加価値化や劣等な生育条件 での高




による育種を展開す るとともに樹木の数倍のバイオマス生産性 を有す るイネ科熱帯バイオ
マス植物の持続的生産 に関する基盤情報 を蓄積 した。
(4)宇宙圏電磁環境計測用高度プラズマ波動・電波観測システムの開発
1.研究組織
代表者氏名:笠 羽康正(東 北大学 ・理学研究科)




外線 などで電離 した惑星プラズマが存在 しているが、それ らの大部分は基本的に無衝突状
態にあ り、kineticなエネルギーはプラズマ波動を介 して授受 される。そのため、プラズマ
波動を観測することは、宇宙プラズマ中で発生 している素過程 を理解する上で非常に重要
である。プラズマ波動は、非常に低周波のMHDス ケールの波動か ら、光速のモー ドにっ




分 自身のプ リアンプのノイズ、お よび、外来から入って くる人工ノイズを考える必要があ
る。プ リアンプのノイズは低 ノイズアンプの実現で達成 され る一方、外来か らの人工 ノイ
ズについては、その放射ノイズの軽減、即 ち、電磁適合性の問題へ と帰着 される。本研究
では、プラズマ波動観測器の性能を高めるために、この両者へのアプローチを行ってい る。
本年度は、まず、前者では衛星観測 に利用する低 ノイズプ リアンプを開発 した。その際、
より広いダイナ ミック レンジを実現するために、ゲイ ン切換機能をつけたが、それは通常
のアンプゲインの切換ではなく、センサー としてのアンテナ容量 との分割回路の切換を用
意することによって、アンプの安定性を損 なうことなく実現 している。後者では衛星で利
用できる電源回路の電磁適合性 とその対策 について、実際に計測を行いなが ら評価 ・解析
を行った。その中でcommonmodeノイズを軽減 させ るconfigurationを決定 した。
(5)スギ木 ロスリット材の吸放湿機能の向上に関する技術開発
1.研究組織
代表者氏名:川 井秀一(京 都大学 ・総合生存学館)






我が国では林業 ・木材業界の活性化や、木材 自給率の向上を 目的として、「公共建築物
等における木材利用促進法」が施行 され、国が率先 して木材の利用 ・普及を図っている。
これに関連 した研究の1つ として、木材の吸放湿性能に着 目した研究が近年活発に行われ
ている。その中で木材 の木 口面の吸放湿特性を利用 し、スギ板 目面に溝を施 した調湿材料
(以下、スギス リッ ト材)が 開発 され、実用化に至っている。スギス リッ ト材については
実際に板 目面材よ り吸放湿性能が向上す ることが示 され、実大空間においても効果が発揮
され るとい うことが示 されている。しか しなが ら、スギス リッ ト材の吸放湿性能の向上は、
溝加 工によって現れる木 口断面によるものだと考え られているものの、その最適製造条件
や環境の異なる空間を制御するための技術構築は依然行われていない。そこで、本技術開
発では、①スギスリッ ト材および各種検討用試料の吸放湿量の測定を行い、②スギスリッ
ト材の吸放湿性能に影響を及ぼす因子(スリッ トの深 さや乾燥温度)を検討 し、①、②の比




代表者氏名:木 村彰孝(長 崎大学 ・教育学部)
共同研究者:梅 村研二(京 都大学 ・生存圏研究所)、仲村匡司(京 都大学 ・農学研究科)
2.研究概要
内装への木材使用を進めるに際し、単に木材を沢山使 うことを優先する量的発想 に陥っ
て しまった場合、視覚刺激量の過多によ り本来は感性的に好まれている材料である木材 を
使用 した場合でも、 ヒ トに対 して心理的な不快感や生体へ悪影響を与えることが懸念 され




れ とヒ トの反応 との対応 について検証す る。加えて、軸材 と面材を併用 した実大空間が心





代表者氏名:久 世宏明(千 葉大学 ・環境 リモー トセンシング研究セ ンター)





本研究では、微量物質や気象要素の情報 を抽出する複数の リモー トセンシング ・直接計
測 を組み合わせた観測の有用性を評価 し、大気汚染物質の動態把握に適用することを目的
とする。京都大学生存圏研究所信楽MU観 測所 に、千葉大学環境 リモー トセンシング研究
セ ンターが開発 を進めるライダーや放射計測器を持ち込み、京大が所有す る大気計測シス
テム との同期計測を実施 した。観測期間は、越境する汚染粒子の飛来時期 と重な り、汚染
大気を構成するエアロゾルの光学特性の変化を複眼的に捉えることができる。また、エア
ロゾル特性の変化 と、気温、水蒸気、風向風速の時空間分布 との対応 を考察 した。
(8)小型電磁波センサーノードによるセンサーネットワークの開発
1.研究組織
代表者氏名:小 嶋浩嗣(京 都大学 ・生存圏研究所)
共同研究者:八 木谷聡(金 沢大学 ・理工研究域)
2.研究概要
地上においても宇宙空間においても、多点でのあるパ ラメータのモニター とい うことは、
そこにおかれた環境の空間的な変化 をダイナ ミックに捉 えるとい う意味において非常に重
要である。本研究では電磁波を多点で計測する機能をもつ小型のセ ンサーノー ドを開発す
る。小型センサーノー ドー つ一つは、電磁波をピックア ップす る小型のセ ンサーに加え、
ピックアップした信号の帯域 を制限 し増幅する小型の受信器および、それ らをデジタル化
して処理するデ ジタル処理部、お よび、データを送信受信す る小型無線装置をもつ。小型
セ ンサー、お よび、小型の受信器については本年度までに別途開発 を行ってきてお り、そ
れ を踏まえて、本研究課題 において本年度は次の開発項 目に取 り組んだ。[1]センサー ノー
ド全体の電力をまかな う電源部の リチ ウムイオ ン化 とその安定化回路のイ ンプリメン ト、
[2]センサーノー ドで計測 したデー タを伝送す るための小型無線装置 をセ ンサーノー ド筐
体内に収めることのできる形での実現、[3]データの処理、お よび、センサーノー ドの機能
を制御す るためのCPU上で動作す るソフ トウェアの開発、である。[1]では従来ニッケル水
素系の充電池で動作 させ ていたセ ンサー ノー ドを リチウムイオン化 し、軽量化をはかった。
充電制御チ ップを内蔵 させ ることによって、ロケッ トな ど打ち上げ装置に搭載 した形で、
充電が可能な状態にした。[2]では、2cm角程度の無線基板の利用を実現 した。そ してそこ
に搭載 されている無線器 に対 してデータを伝送 して別のセンサーノー ドに無線伝送す るシ
ステムを実現 した。また、その距離特性についても調査 し、伝送できるスピー ドと距離 と
の関係について実績を積 んだ。[3]については、小型 のCPUの理 由を決定 し、その上で動
作 させ るソフ トウェアを開発 した。小型のCPUは シリアルインターフェースで[2]の小型
無線器 と接続 され、また、すでに開発済みの小型受信器のデータをCPU経 由で小型無線
器に計測データをわた して送信す るシステムを確立 した。これ らは2014年度に予定 されて
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代表者氏名:児 玉安正(弘 前大学 ・理工学研究科)
共同研究者:石 田祐宣(弘 前大学 ・理工学研究科)、橋 口浩之(京都大学 ・生存圏研究所)、





マセがしば しば観測 される。ヤマセはその上端に強い安定層(地 表面か ら離れた安定層で





に移設 し、連続観測を開始 した。 ウィン ドプ ロファイ ラーでは、時間分解能1分 ・高度分
解能100mで鉛直流を含む風速3成 分の高度プロファイルを連続観測することが可能であ
る。24年3月に騒音問題の恐れがない六ヶ所村内の 日本原燃(株)再 処理事業部構 内にウ
ィン ドプロファイラーを移設 し、RASS(電波音波併用法)による風 ・気温プロファイルの連
続観測を開始 した。本研究では、原子力施設で十分なモニタ リングがなされていなかった
上層安定層に着 目し、その実用的な観測手段 として有望な ウィン ドプロファイラーによ り、
大気境界層の長期継続観測を行い、上層安定層の出現特性を調べることを目的 としている。
残念なが ら、機器 トラブル により年度途 中でウィン ドプロファイラー観測が休止 したが、7
.月にGPSラジオゾンデによる特別集 中観測を実施 し、気圧 ・気温 ・水蒸気 ・風向 ・風速の
高度プロファイルを得た。7.月20～21日に観測されたヤマセは層厚が薄 く、ヤマセの衰退
過程を捉 えていたことが分かった。2011年、2012年におけるラジオゾンデ観測データも同
時に解析 し、六ヶ所村 における陸上のヤマセの共通す る特徴 として、ヤマセ層の上方に弱
風層が形成 され ることを見出 した。また、年々の相違点について も明 らかに した。陸上に




代表者氏名:小 林祥子(立 命館アジア太平洋大学 ・アジア太平洋学部)
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(11)精密 衛 星 測 位 を用 いた 日本 列 島 にお ける水 蒸 気 場 の 長 期 変 動 解 析
1.研究 組 織
代 表 者 氏 名:小 司 禎 教(気 象 研 究 所 気 象 衛 星 ・観 測 シ ス テ ム研 究 部)
共 同 研 究 者:津 田敏 隆(京 都 大 学 ・生 存 圏 研 究 所)、 佐 藤 一敏(京 都 大 学 ・学 際 融 合 教 育 研
究推 進 セ ン タ ー)、 古 屋 智 秋(国 土 地 理 院)
2.研究 概 要
本 課 題 で は 、衛 星 測 地 学 の 最 新 の 知 見 を利 用 し、1994年 以 後 の 国 土地 理 院 のGNSS観
測 網(GEONET:GNSSEarthObservationNetwork)、及 びIGS観 測 網 デ ー タ の 再 解 析 を
実 施 す る。高層 ゾ ンデ 観 測 との長 期 比 較 を実 施 し、高 層 ゾ ンデ 及 びGNSSの 機 種 に 依 存 す
る特 性 の 評 価 を行 う。 ま た 、 国 土地 理 院 の 解 析 結 果(F3解)と の比 較 を行 い 、解 析 手 法 に
依 存 した 誤 差 の 特 徴 も考 察 す る。 得 られ た デ ー タ を用 い 、 日本 列 島 に お け る長 期 的 な水 蒸
気 変 動 を 考 察 す る。
(12)SCOSTEP国際 共 同研 究 プ ロジ ェクト:CAWSESの推 進
1.研究 組 織
代 表 者 氏 名:津 田敏 隆(京 都 大 学 ・生 存 圏 研 究 所)






我 々の生存環 境 は太 陽放射 エネル ギー を主 な駆 動源 と して維 持 されて い る。生 存圏 は必
然 的 に太 陽活動 の長 ・短周期 変動 の影響 を受 け、 同時に 自然界 に内在 す る多様 な変動 を含
んでい るが 、特 に、本 課題 では宇 宙圏お よび大気 圏 にお ける太 陽地 球系科 学(STP:Solar
TerrestrialPhysics)に関す る諸 課題 を対象 とす る。
太 陽エ ネル ギー は太 陽放射(紫 外 ・可視 ・赤外 光)と 高速 プ ラズマ流 であ る太 陽風 で構
成 され る。太 陽放射 は赤道 で最大 とな るが、太 陽放射 で加 熱 され た地表 面が熱源 となって
大 気擾乱 を起 こ し、その擾乱 が波 とな って伝 わる こ とでエネル ギー が上方 向 に輸 送 され る。
一 方 、太 陽風 に起 因す る電磁 エネル ギー は、地 球磁場 の磁力線 を通 じて 北極 と南 極 に集 中
す る。極 域 で も擾 乱 が起 こ り、太 陽エネル ギー の一部 は、 下向 きお よび低緯 度方 向 に伝 わ
る。
国際科 学連合(ICSU)傘下の太 陽地球 系科 学委員 会(SCOSTEP;ScientificCommitteefor
Solar-TerrestrialPhysics)は、太陽 エネル ギー が地 球 に入 力 され る過程 とそれ に対す る
地 球 の反応 、っ ま り、太 陽地球 系 の結 合過程 を研 究対象 と してい る。SCOSTEPは2004-2013
年 の10年 にわた って、 国際共 同研 究 プ ロジェ ク トであ る 「太 陽 ・地球 系の気候 と天気 、
CAWSES:ClimateandWeatheroftheSun-EarthSystem」を推進 してい る。CAWSESで
は、 太 陽の長 期 ・短 期 変動 特性 、 な らび にそ れ らを起動 力 と して地 球 大気 圏 ・電磁 気 圏
(Geospace)に生起す る様 ・々な時 間 ・空 間ス ケール の現 象 につい て、地上 ・衛 星観 測 、理論 ・
数値 モデ ル 、デ ー タ解 析 な どによ り総合 的 に研 究 を推進 す る こ とを 目指 してい る。
(13)局地 循環 に伴 う小スケール 大気乱 流の 生成機構 解 明
1.研究組織
代 表者氏名:中 城 智 之(福 井 工業 大学 ・電気電 子情報 工学科)
共 同研究者:山 本 真 之(京 都 大学 ・生存 圏研 究所)、橋 口浩之(京 都 大学 ・生存 圏研 究所)
2.研究概要
福 井県嶺 北地方 の沿岸域 に設 置 され た1.3GHzウィ ン ドプ ロフ ァイ ラ レー ダー(以 下,
福井 工業大 学WPR)を用 い,豪 雨に関連す る局 地循環 の実態解 明,特 に積 乱雲 の発 生 に関
与す る上昇 流 に着 目して長 期 間の連続観 測 を実施 した。 デ ー タ解 析 では,直 線距 離24km
の近 距離 に位 置す る同型 の レー ダー であ る気象 庁WINDAS福井 局お よびMTSATによる雲 画
像 との比較検 討 を行 い,豪雨 時の積乱雲 システ ムに関連す る上昇流 の水 平ス ケール が24km
よ り小 さ く,近 接 したWPRの 観測 が豪 雨の発 生予測 に有用 で ある可能性 を示 した。 また,
レンジイ メー ジン グの初期観 測 を実施 し,福 井 工業大 学WPRで レンジイ メー ジン グ観測 が
可能 で ある事 を確認 す る と同時に,ソ フ トウェア無線USRPを用 いた新 しい観測 システム






代表者氏名:二 瓶直登(東 京大学 ・農学生命科学研究科)
共同研究者:上 田義勝(京 都大学 ・生存圏研究所)、徳 田陽明(京 都大学 ・化学研究所)、
杉 山暁史(京 都大学 ・生存圏研究所)、伊藤嘉昭(京 都大学 ・化学研究所)
2.研究概要
全国有数の農業県である福島県で福島第一原子力発電所事故が起 こり、食 の安心 ・安全
といった生存圏を脅かす状況 となっている。主食であるイネに関しては、原発事故後、詳
細な検討が進め られているが、ダイズでは、イネほど詳細な研究は進んでいない。 また、
ダイズの養分吸収は根粒菌か ら窒素を得 るなど、イネ と異なる特徴があるが、共生す る菌
が放射性Cs吸 収にどのよ うに関与 しているかはほとん ど研究 されていない。原発事故で
汚染 された地域の農業の復 旧 ・復興 に努め、食料の安定供給に寄与するため、福島県農用
地の放射性物質の分布調査を行いつつ、ポ ットや ほ場試験を行い、他作物 と比べたダイズ
の放射性Cs吸収特性や、吸収移行経過について解 明す る。
ほ場内の放射性Cs分 布は、最小値 と最大値で約2.5倍差があ り、ほ場内で も分布が非
常に不均一であることが明らか となった。また、数種の作物(イ ネ、オオムギ、ソバ、ダ
イズ)の 幼植物問の移行係数 を比較 したところ、これまで福島県が行 っているモニタリン
グ結果 と同様に、 ソバ、ダイズが他作物 より高いことが確認 された。 さらに、ダイズの放
射性Csの 吸収経過等 を検討するため、福 島県飯舘村(放 射性Cs11000Bq!kg)でダイズ
を栽培 した ところ、地上部の放射性Cs濃 度は、開花期以降減少す ることが分かった。最
大繁茂期(9月 中旬)の 部位別の放射性Cs濃度 は、地上部では葉≒葉柄 〉茎 とな り、地下
部では側根≒根粒 〉主根であった。 この時期の地上部への移行係数は、根粒が多いほど低
くなる傾向がみ られた。 しか し、子実の放射性Cs濃 度 は、菌 と共生 しないダイズでも通
常ダイズ と同様 とな り、共生菌がどの程度放射性Cs吸 収に関与 しているかは判然 としな















ッ トの主観 も入 り、かつ常時ある地点 ・高度 を観測できるものではない。一方、各種の乱気
流予測技術は、PIREPデータに基づいて開発 されてお り、それ ゆえ、その予測精度 にもまだ
改善の余地がある。そこで、我々は、鉄道 ・運輸機構 の 「運輸分野における基礎的研究推
進制度」により 「航空安全運航 のための次世代 ウィン ドプロファイ ラによる乱気流検出 ・
予測技術 の開発」(平成23～24年度)の課題 を実施 してきた。高度10km程度 までの観測を可
能 とす る、次世代 の中型 ウィン ドプロファイ ラ(WPR)を開発 し、 レンジイ メージング技術
によ り高度分解能 を向上 させ ることにも成功 した。本課題では、中型WPRの長期連続観測
を継続 し、乱気流の検 出 ・予測 に関す る検討 をさらに進 めた。 レンジイメージングの取得
デー タ自動処理 システムを構築 し、連続観測 した。クイ ックル ックデー タは準 リアルタイ
ムでNICTのホームページにて公開 されている。気象庁の現業用WPR(WINDAS)の観測デー タ
を利用 し、スペ ク トル幅を利用 した乱気流検出技術 を開発 ・検証 した。補正スペ ク トル幅
及びそれか ら算 出した乱流エネル ギー消散率について、それぞれ値 が大きいほど強い乱気
流が起きてお り、特 に下層では乱流エネルギー消散率が、中層 よ り上空では補正スペク ト
ル幅が乱気流の指標 として精度が高い ことが分かった。 また、中型WPR及びフライ トデー
タの解析 か ら、乱気流がWPR付近で通報 され た事例において、KH波の砕波やKH波の微細構




代表者氏名:長 谷部文雄(北 海道大学 ・地球環境科学研究院)
共同研究者:塩 谷雅人(京 都大学 ・生存圏研究所)、藤原正智(北 海道大学 ・地球環境科学





より理解 されるが、そのメカニズムには未解 明な点が多く残 されている。本研究では、2014










らず、鉛直分布の時間発展の記述 とい う観点か らも、地上か らのゾンデ観測は重要である。
ゾンデ観測にはCFH水 蒸気 ゾンデ とECCオゾンゾンデ を用いるが、今回は予算的 ・日程
的制約か ら雲粒子計数器(OPC)の飛揚 とライダーの稼働 は断念せ ざるを得なかった。障害
の解決に時間を要 したため、我・々のゾンデ観測 もATTREX観測も当初の予定か ら遅れて
お り、現在 も観測が継続 中である。ゾンデ観測は2.月中をめ どに継続 し、その間に航空機
との統合観測を実現 し、大気塊の履歴に関するラグランジュ的記述 と対応 させなが らその
変質を明 らかにする。背景 となる気象条件 は、ENSOがほぼ中立、MJOは 西部太平洋 を
通過 した後 と判断 されてい る。
(17)木質系DLC被膜による低軌道宇宙環境耐性の向上
1.研究組織
代表者氏名:畑 俊充(京 都大学 ・生存圏研究所)






物は電気や熱の伝導性、電磁波遮蔽性など宇宙環境で必要 とされる様 々な機能を有 してお
り、LEOを航行す る宇宙機の機能性材料に適用できる可能性がある。これまで木材構成成
分の リグニンを分離 してから炭素化することによる炭素材料 を開発 し、宇宙材料 としての
適用性を評価 してきた。木質系炭素材料の実用化 には材料の耐酸化性 を向上 させ ることが
不可欠である。
漆炭素化物にSiを含有 させたターゲッ トを焼結 して作製 し、スパ ッタリングにより薄膜
を蒸着 した。得 られた薄膜について宇宙環境を想定 した模擬実験を行い表面の分析 を試み
たところ、薄膜表面においてSi化合物が形成 していることを確認 した。薄膜には原子状酸
素に対す る抵抗性付与の可能性が示唆 された。
宇宙環境下でAOが 照射 され ることによりSiが酸化膜を形成 し表面に自己修復機能を有
す る薄膜 を開発するため、芳香族構造 を備えた漆の炭素化物 とSiとを60:40で混合 し焼結
してスパ ッタ リングターゲ ッ トを成形 した。得 られた ターゲ ッ トを用 いるこ とで薄膜
(DLc膜)を作製す ることが可能 とな り、TEM-EELs分析か らDLc膜はc,si,とoか




な らず地球圏における極限環境へ も応用可能であ り、宇宙分野 と木質分野の融合によ り生
存圏科学全体に貢献す ることができる。
本年度得 られた結果についてさらに発展 させ、AO照射に伴 うDLC膜の化学構造変化及





共同研究者:渡 辺隆司(京 都大学 ・生存圏研究所)、畑俊充(京 都大学 ・生存圏研究所)
2.研究概要
本研究は、直パルス通電加熱による急速熱分解 を適用 し、木質バイオマスか ら得 られた
液化物、熱分解残渣を有用物質 としての活用に向け、酸化鉄利用条件(種 類、配合比)お
よび熱分解条件が、熱分解生成物、液化物組成に、熱分解残渣性状に及ぼす影響 を検討 し
た。急速熱分解 による木材か らの選択的有用物質製造に向け、通電加熱法および触媒 とし





よる急速熱分解は、エス ・エス ・アロイ㈱製プラズマ ンHを 用い、 石英管に供試材料を所
定量入れ加熱 した。加熱温度は500℃および800℃、保持時間は3分 間 とした。
試験の結果、マスバ ランスについて、500℃処理では40-50%程度の液化物収率、お よそ
30%の熱分解残渣収率が示 された。800℃処理では26-39%の液化物収率、18-19%の熱分解
残渣収率が示 され、触媒無添加 と比べ、ほぼ同様の収量が得 られることが示 された。熱分
解残渣の性状について、Fe203を使用 し、800℃処理 した試料で ミクロ黒鉛層の生成が観察
された。液化物組成比は、酸化鉄の配合により、スギ材 のみで急速熱分解を行った場合 と
比 べ 、顕著 に変化 した。800℃処理 お よび、一 部の触 媒 では500℃処理 にお い て も
naphthalene等の芳香族炭化水素化合物の組成比が増大する傾 向が示 された。触媒を適 当










日本の海岸部分には古 くか らクロマツが植栽 され、強風、潮風などか ら沿岸地域を保護
している。海岸林は居住地、農地の提供 を可能にすることから人間生活の幅を広げてきた
が、数十年来、マツ材線虫病 によるマツ類の枯損が海岸林の劣化を招き、2011年には東 日
本大震災による海岸林の壊滅的な被害が記憶に新 しい。そこで海岸林 における新 旧の顕在
化 した問題 の早期解決が求め られている。海岸部の過酷な生育環境下で実生の生残 を向上
させ、生育を促進 させ る技術の開発は、海岸林の果たす機能 をいち早 く回復 させ、安定的
に維持 させるためにはきわめて重要である。
クロマツをは じめとする森林を構成す る主要な樹種(例、マツ科、ブナ科、カバ ノキ科)
の細根部分には、お もに担子菌類や子嚢菌類に属する土壌真菌類、外生菌根菌(以 下、菌
根菌)が定着 している。この菌は樹木の細根全体 を菌糸で完全 に覆 う共生体、外生菌根(以
下、菌根)を 形成す る。 このことは、土壌か らの養水分の吸収 は実質的に菌根菌を通 して
行なわれ、菌根形成が実生の生残 ・成長 を左右す ることを意味する。 さらに海岸部の恒常
的な環境ス トレス(塩 類 、熱、乾燥)を 踏まえると、細根の外部を覆 う菌根菌の存在は物
理的な観点からもその保護に寄与す る可能性もある。海岸に生育す るクロマツ細根 の大部
分は菌根であ り、その中で不完全性子嚢菌類の6b刀ooooo召zη8θρρ乃17召zηが優 占する。そこ
で本研究では、海岸部における環境ス トレスの1つ 、塩類(NaC1)に着 目し、08θρρゐ1距切
の耐塩性 とクロマツへの環境耐性付与機能 を、細胞 レベルから個体 レベルの異なるスケー
ルか ら明 らかにすることを目的 とす る。
(20)生体高分子ナノファイバーの食品機能の解明
1.研究組織
代表者氏名:松 村康生(京 都大学 ・農学研究科)
共同研究者:松宮健太郎(京都大学 ・農学研究科)、矢野浩之(京都大学 ・生存圏研究所)、
谷史人(京 都大学 ・農学研究科)、阿部賢太郎(京 都大学 ・生存圏研究所)
2.研究概要
生存圏研 究所生物機能材料分野において開発 されてきた木材やパルプ由来のセル ロー
スナノファイバー(CeN)や甲殻類の殻 由来のキチンナ ノファイバー(ChN)を新 たな生
理機能をもつ食品素材 として有効利用す ることが試み られている。本研究では、ナノファ
イバー分散液が食 品の粘度に与える効果 とナノファイバーを摂取 した際の大腸における生
理機能への影響 とい う2つの側面について検証 した。まず、CeNの粒度分布 を調べたと
ころ0.4Fm、50Fmと170μmにピークをもつ分布 を示 した。0.4%CeN分散液は市販の
ケチャップを約2倍 希釈 した もの と同程度の粘度を示す ことを明 らかに した。次に、8週










代表者氏名:松 本淳(首 都大学東京 ・都市環境科学研究科)
共同研究者:濱 田純一(首都大学東京 ・都市環境科学研究科)、橋 口浩之(京都大学 ・生存
圏研究所)、高橋洋(首 都大学東京 ・都市環境科学研究科)、山下幸三(サ レ
ジオ工業高等専門学校電気工学科)
2.研究概要
東京首都 圏における雷雨を伴 う対流性降水システムの動態把握を進 めるため、アジア地
域で雷位置評定に観測実績のあるVLF帯電磁場計測システムを首都圏3地 点に設置 し、梅
雨期から盛夏期(2013年5.月初旬 より10.月初旬)に 掛けての雷活動の連続観測 を行い、
データ取得に成功 した。広域的な雷活動がみ られた梅雨期の6.月22日の観測データを用い
て、雷放電による空電信号の検知感度、及び落雷位置推定の初期解析 を実施 し、気象庁 レ





代表者氏名:山 川宏(京 都大学 ・生存圏研究所)
共同研究者:山 本衛(京 都大学生 ・存圏研究所)、河本聡美(宇 宙航空研究開発機構研究開
発本部)、中宮賢樹(京 都大学 ・生存圏研究所)、赤司陽介(京 都大学 ・工学




れたロケッ ト等の破片等のスペースデブ リ年々は増え続 けてお り、2012年1月現在、地上
か らの観測でカタログ化 されているだけでも16000個を超える。デブ リは地球低軌道では
約7km/sの速度で移動 してお り、これ らが運用 中の人工衛星や国際宇宙ステーシ ョンなど




そ こで、事前 にデ ブ リの軌 道 を予測 して衝突 を回避 す るため に、観 測 に よるスペー スデ
ブ リの情 報 が必 要 とな る。本研 究で は、信 楽町 に ある生 存 圏研 究所 のMUレ ー ダー を用 いた
スペー スデ ブ リ観 測 手法 につい て検 討 を行 う。 現在 スペー スデブ リ観 測 を行 ってい る美 星
スペー スガー ドセ ンター の望遠鏡や 上齋原 スペ ース ガー ドセ ンターの レーダー と比べ て、
MUレー ダー は電 波 の波長 が長 いので 、 これ まで とは異 な った特徴 あ る観 測 が期待 で きる。
ま た、スペ ースデ ブ リの数 は スペ ー スデブ リ同士 の衝 突連鎖 によって も更 に増 大 してい
くと予想 され てお り、能動 的な スペ ー スデブ リの除去 も必要 で ある。 そ こで本研 究 では、
宇 宙環境 を積極 的 に利 用 して帯電衛 星 に よるスペ ー スデブ リ除去手 法 につ いて検討 を行 う。
昨年度 に引 き続 き、 スペー スデ ブ リの軌道 変換 につ いて解析 を行 い、特 にデ ブ リが混雑 し
てい る極 軌道近傍 の軌 道変換 につ いて検討 を行 う。
(23)熱帯アカシア人 工林 にお けるシロアリおよび木材腐 朽菌類 の 多様 性評 価
1.研究組織
代 表者 氏名:吉 村剛(京 都大学 ・生存圏研 究所)
共 同研 究者:竹 松葉子(山 口大学 ・農学 部)、本 田与一(京 都 大学 ・農 学研 究科)、簗瀬 佳
之(京都 大学 ・農 学研 究科)、土居修 一((元)筑波 大学 ・生命 環境 科学研 究科)、
小 野和 子(京 都大 学 ・農 学研 究科)、Hi㎜iSetiawan(京都 大学 ・農 学研 究科)、
平 田一紘(京 都 大学 ・農学研 究科)
2.研究概要
サバ 州 ・コタキナバル 郊外 に位 置す るKMHybridPlantation社植 林 地にお いて 、アカ
シア ・ハ イ ブ リッ ド植 林地 にお け るシ ロア リ相 と木材腐 朽菌類 相 をベ ル ト ・トラ ンセ ク ト
法 に よって調査 を行 った。
その結果 、5年 生 、7年 生 、10年生 、11年生 の4区 画 におい て、それ ぞれ5種 、3種 、
6種 、4種 の シロア リが採集 され た。 これ は、1年 生 ～6年 生林 にお ける これ までの調査 結
果 とほぼ 同様 で あ り、10年を超 え る植 林 地 にお いて もシ ロア リ相 の回復 が進 んでい ない こ
とが確認 され た。 また、木材 腐朽菌 につ いて も、 同 じく13種 、5種 、8種 、12種 が採 集
され 、種 構成 も1年 生 ～6年 生林 にお ける これ までの調 査結果 と類似 して いた。
(24)バイオマス高 度利 用のための新 規 リグニン・糖 間結合 分解酵 素 に関する国際共 同研究
1.研究組織
代 表者 氏名:渡 辺隆 司(京 都 大学 ・生存 圏研究所)
共 同研 究者:西 村裕 志(京 都 大 学 ・生 存圏研 究所)、片 平正人(京 都 大学 ・エネル ギー理 工
学研 究所)、井 口 亮(京 都 大学 ・農 学研 究科)、GunnarWestman(Chalmers
工科大 学 ・化 学生物 工学科)、LisbethOlsson(Chalmers工科 大学 ・化 学生
物 工学科)、HampusSunner(Chalmers工科 大学 ・化 学 生物工学 科)、Filip




化石資源 の枯渇問題 を背景 として、バイオマスか ら燃料アル コールや化学品などを作 り
出すバイオ リファイナ リーの構築が緊急性の高い問題 として注 目を集 めている。とりわけ、
食糧 と直接競合 しない木質バイオマスを持続的に利用 して、バイオ燃料や高付加価値物 を
同時生産することは、炭素循環に大きな負荷をかけない持続的な生存圏の創成、環境 と調
和 した経済振興 にとって極めて重要である。 しか しなが ら、植物細胞壁の多糖は、芳香族
高分子である リグニンに被覆 されてお り、変換のための成分分離を高効率で行 うことは容
易ではない。植物細胞壁 中で、 リグニンはヘ ミセル ロース と共有結合 して リグニン ・多糖
複合体(LCC)を形成 している。バイオマス変換において、この リグニン ・糖問結合の切
断を高効率で行 えれば、主要3成 分の分離効率は大きく上昇す ると期待 される。本研究に
参画す るス ウェーデ ンのWestman教授 らは、 リグニン ・糖問結合 を直接切断す る酵素に
着 目して研究を進 めてお り、エステル型のLCCモ デル化合物 を分解す るエステラーゼ を
見出 した。本共 同研究では、エステル型のLCCモ デル化合物の構造や反応性 を、LCMS
や超高感度二次元NMRな どを用いて解析するとともに、モデルの分解性に影響する構造
因子を考察 した。 また、本研究を介 して、ス ウェーデ ンと日本の二ヶ国間研究者交流を行
うとともに、バイオマス変換に関す るセ ミナーを開催 し、国際共同研究の基盤 を構築 した。
7.生 存 圏 フラ ツグ シ ツプ共 同研 究
生存研に特徴的なプ ロジェク ト型共 同研究 を支援するたRlSH
め、フラッグシップ共同研究を立ち上げ、公募により3件 を
採択 した。 フラッグシップ共同研究は、従来中核研究部な ど
で個別 に実施 していたプロジェク ト型共同研究を、可視化 ・
研究支援す ることを主な 目的 とする。
(1)熱帯産業林の持続的生産利用に関する多角総合的共同研究
1.研 究組織
代表者氏名 梅澤俊明(京 都大学 ・生存圏研究所)




梅村研二(京 都大学 ・生存圏研究所)、 鈴木史朗(京 都大学 ・生存圏研
究所)、 他生存圏研究所員多数
柴 田大輔(か ず さDNA研 究所)、 三位正洋(千 葉大学 ・園芸学部)、
松本義勝(越 井木材 工業(株))、 バンバ ン スビヤ ン ト(イン ドネシア
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科学院)、 エ ンダン スカ ラ(イ ン ドネシア科学院、京都大学 ・生存圏研
究所)
2.研 究概要
化石資源に代わ り、再生可能資源 に対する依存度を上昇 させ ることへの必然性は、既に
世界的共通認識 となってい る。太陽エネル ギーを始めとして、再生可能資源 には様 々なも
のがあるが、エネルギー供給に加え、炭素系工業原材料 の供給が可能な植物バイオマス資
源は とりわけ重要であ り、その資源育成 と有効利用システムの確立が世界的に強 く求めら
れてい る。 とりわけ、熱帯地域における木質バイオマス生長量は温帯域のそれをはるかに
上回ってお り、熱帯産業造林の持続的維持管理 とそ こで得 られ る木質バイオマスの効率的
利用が、再生可能資源依存型社会において極めて重要 となる。以上に鑑み、京都大学生存
圏研究所では、国内外の研究機 関と連携 して、熱帯地域 の環境 を損ねることなく木質バイ








0.5とす ると17.5億トンになる。世界の原油使用量が41億 トン/年 であるので、木材生
産量は石油使用量にも比肩する量 となっている。また、先進国での薪炭利用は少ない もの
の、世界的には未 だ木材生産の うちの半分 は薪炭利用である。一方世界の人工林か らの用
材生産量は14億 立方 メー トル程度(2005年)2)と言われてお り、未だ天然林か らの
大量の用材取得は続いてい る。しかし今後天然林伐採は一層厳 しく制限 され ることになる。
加 えて、バイオマス リファイナ リーの構築には、現在の木質需要を人工林や高生産性バイ
オマス植物の栽培 で賄 うとともに、さらにこれに上積み し、バイオマス リファイナ リー仕
向け分を増産す る必要がある。このためには、単位面積 当た りの収量増加や荒廃地におけ
る新たな植林 ・植栽、未利用地における持続的植林 ・栽培などの技術革新が必須 となる。
加 えて、熱帯地域における持続的木質バイオマス生産には、地域住民の生活保証や経済振
興のよ うな社会問題など生存圏全体 に関わる様々な課題が存在 している。
これ らの課題の解決 には従来の技術では不十分であ り、関連学術基盤の深化に基づ く圧
倒的な技術革新が必須である。これ らの課題解決 に向け、生存圏研究所では内外の研究機
関と連携 して、イン ドネシアやマ レーシアの事業植林地をフィール ドとして、木質バイオ
マス資源生産の持続性 と循環性を保証す る方策を考えることを目的とした多 くの個別的プ
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ロジェク トを推進 し、それぞれ成果 を上げてきた。
3.2目的
本共同研究の 目的は、従来生存圏研究所で蓄積 してきた熱帯アカシア人工林に関す る個
別の成果 に基づき、関係す る研究プロジェク トを合理的連携の下で総合的に発展 させ、以
て熱帯バイオマス資源の持続的生産利用基盤を確立す ることである。
4.研 究の結果および考察
従来行われてきた個々のアカシア関連プロジェク トは、開始以来数年が経過 してお り、
組織的に一層の連携融合を図ることが今後の研究の飛躍的進展 に必須 となっている。特に、
今後は熱帯地域 における持続的バイオマス生産に加 え、それ と連動する形での新規高機能
性有機化合物の創 出までを傭目敢的 ・総合的に捉え、化石資源に依存 しない再生可能なバイ
オマス資源依存社会の実現に向けた研究開発の推進が肝要である。
本年度の当フラッグシップ研究では、総合的研究の基盤 としての調査研究 と共に個別の研




益分配が必須である。そ こで、平成25年12月17日 に第244回 生存圏シンポジウム
「生物多様性条約 をめぐる国内外の状況～遺伝資源へのアクセス～」を一般財団法人バイ
オインダス トリー協会 と共同主催により、京都大学生存基盤科学研究ユニッ トの共催を得
て開催 した。
加 えて、平成26年2.月27日 に第4回 生存圏熱帯人工林 フラッグシップシンポジウム
(第254回生存圏シンポジウム)熱 帯バイオマスか らのバイオマス リファイナ リー 一再生
可能な炭素/エネルギー循環社会の実現に向けて一 が一般財団法人バイオインダス トリー
協会 との共催、京都大学産官学連携本部の後援を得て開催 された。本 シンポジウムでは、
熱帯地域でのバイオマス生産か ら、リグニン由来の低分子芳香族環化合物の製造、および、
それ らか らの新規な高機能性有機化合物の創出までを傭目敢的に捉え、化石資源に依存 しな
い再生可能な炭素/エネルギー循環社会の実現に向けた研究開発について議論 された。本 シ
ンポジウムでは、木質系バイオマスの生産か ら利用までを見渡 した将来展望につ き、術目敢
的かつ個別的に討論がな され、産官学の役割分担 と相互連携に関す る共通認識が醸成 され
た。




成26年3.月22～26日 に、梅澤 と柴 田がイン ドネ シア科学院教授(元副長官)・京都大
学生存圏研究所外国人客員教授エ ンダンスカラ博士の協力の下、カ リマンタン島のアラン
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ア ラ ン 草 原 の現 地 視 察 を行 う予 定 で あ る。 併 せ て 、 イ ン ドネ シ ア 科 学 院 や 林 業 省 と の共 同
研 究 プ ロ ジ ェ ク トの 申請 に 関 す る協 議 も 予 定 して い る。
個 々 の研 究 プ ロ ジ ェ ク トと して 、 ま ず 、 マ レー シ ア ・サ バ 州 の ア カ シ ア ・ハ イ ブ リ ッ ド
植 林 地 に お け る シ ロ ア リ相 と木 材 腐 朽 菌 類 相 をベ ル ト・トラ ンセ ク ト法 に よ っ て調 査 した 。
そ の 結 果 、10年 を超 え る植 林 地 に お い て も シ ロア リ相 の 回復 が 進 ん で い な い こ とが 確 認 さ
れ た 。 ま た 、木 材 腐 朽 菌 の種 構 成 つ い て も1年 生 ～6年 生 林 に お け る これ ま で の 調 査 結 果
と10年 を超 え る植 林 地 の調 査 が類 似 して い る とい う結 果 が得 られ た。
イ ネ 科 植 物 エ リア ンサ ス ア ル ン デ ィナ セ ア ス(∠ケf∂ηオカ乙13∂r召η0ゲ.η{ヨ0θ召5)は 、 熱 帯 早 生
樹 の 数 倍 の バ イ オ マ ス 生 産 性 を有 す る が 、 節 間 内 側 の組 織 の酵 素 糖 化 性 が リグ ニ ン量 と相
関 しな い な ど、 特 異 な性 質 を 有 す る こ とが 既 に報 告 され て い た3)。本 研 究 で は 、 上 記 の 節
問 内 側 の 組 織 の 酵 素 糖 化 性 の 異 常 性 に対 す る細 胞 壁 結 合 型 フ ェル ラ 酸 二 量 体 残 基 の 寄 与 は
限 定 的 で あ る こ と が示 され た 。 ま た 、 従 来 に 引 き 続 き 代 表 的熱 帯 造 林 用 ア カ シ ア で あ るア
カ シ ア ク ラ シ カ ル パ(オo∂of∂oz∂∬ ∫o∂切 ∂)に つ き 、 ア グ ロバ ク テ リ ウム を 用 い た 形 質 転
換 の 効 率 向 上 の研 究 を進 め た4)。本 成 果 は 平 成26年3月18～21日 に ヴ ェ トナ ム(フ
エ)で 開催 され るAcacia2014"SustainingtheFutureofAcaciaPlantationForestry",
で発 表 予 定 で あ る。 さ らに 、 ア カ シ ア の 品 種 に よ る木 繊 維 特 性 の 評 価 を行 い 、 道 管 の密 度
や 木 繊 維 の 壁 率 、 繊 維 長 な どの 諸 物 性 を 、 近 赤 外 線 ス ペ ク トロス コ ピー を利 用 して 迅 速 に
モ ニ タ ー す る ケ モ メ トリク ス 法 の構 築 に 向 け た 準備 を行 っ た。
5.今 後 の 展 開
個 々 の研 究 の 一 層 の継 続 に加 え 、 上 記 研 究 会 に お い て 、 樹 木 に と ど ま らず 様 々 な 熱 帯 バ
イ オ マ ス 資 源 の 持 続 的 生 産 に係 る個 々 の課 題 に 関 す る勉 強 会 を続 け 、 共 同研 究 プ ロ ジ ェ ク
トの 申請 を視 野 に入 れ た 具 体 的 な研 究 展 開 を 図 る予 定 で あ る。


















Cunn.ExBenth.第31回日本植 物細胞 分子生物学会大会 、北大、札幌、Sep10-12(2013)
梅 澤俊 明 、植 物バ イオマ スの高度 利用 に 向けた リグニ ン代謝 工学 の展望 、第28回 植 物
バイ テ クシンポ ジ ウム、京都(京 都府 立大学)、Ju118(2013)
安井あゆみ、山村正 臣、鈴木史朗、梅澤俊 明、イネ科植 物細胞壁成 分フェル ラ酸二量体 の測





(2)バイオ マス・物 質変換 のためのマイクロ波高度 利用 共同研 究
1.研 究組織
代 表者氏名:篠 原 真毅(京 都 大学 ・生存 圏研究所)
共 同研究 者:渡 辺 隆司(京 都 大学 ・生存 圏研 究所)、三谷友 彦(京 都 大学 ・生存 圏研究 所)、
杉 山淳 司(京 都 大学 ・生存 圏研 究所)、今井 友也(京 都大 学 ・生 存圏研 究所)、
畑 俊充(京 都 大学 ・生存 圏研 究所)、 蜂 谷 寛(京 都 大学 ・エネル ギー科 学
研 究科)、 園部 太郎(京 都 大学 ・エネル ギー科 学研究科)、 簗瀬英 司(鳥 取
大 学 ・大 学院 工学研究 科)、 吉川 昇(東 北大学 ・大学 院環境科 学研 究科)、
佐藤 元 泰(中 部大学 ・工学研 究科)ほ か
2.研究概要
本 フ ラ ッグシ ップ共 同研 究 の 目的 はマ イ ク ロ波 プ ロセ ス を応 用 した木質 バ イオ マ スか
らのバ イオエ タ ノール 、バ イオ ケ ミカル ス生成 の高効 率化 、及 び無機 系 の材 料創 生 のマイ
ク ロ波 プ ロセ スの 開発 で あ る。生存 圏研 究所 の特色 を生か し、マイ クロ波 工学 と化 学研 究
者 、及 び物質構 造解析 の研 究者 が参加 す るこ とに よ り、マイ クロ波 プ ロセ ッシン グ科学 の
発 展 と応 用 技術 開発 を 目指 す 。 平成21年 度 導入 され た 「先 進 素材 開発 解 析 シス テ ム
(AnalysisandDevelopmentSystemforAdvancedMaterials,ADAM)」は 、マイ クロ波 を
用 い たバ イオ マス ・物 質変換 に携 わ る新進 気鋭 の研 究者 達 のプ ラ ッ トフォー ム と して、マ
テ リアル サイ エ ンス、化学材 料分 野のマ イ ク ロ波高度利 用分 野 において様 々 な研 究成果 を
あげ てい る。
生存 圏研究所 の フ ラグシ ップ共 同研 究 と しての大 きな特色 と して、マ テ リアル サイエ ン
スや化学 工学 とい った工学 的出 口側 と、マイ ク ロ波反応 容器 、発振機 といった 工学的入 口
の双方 に最新 の実験設備 ・解 析装置 を備 えてい るこ とで ある。 具体 的 には、マイ クロ波 系
と してはア プ リケー タ、様 々な周波 数対応 の大 電カマ イ クロ波 発生装 置 、マイ ク ロ波測 定
装 置 を備 え、マテ リアル 系 としては質 量分析器 、有機 用1無機 用 の2種 類 の電子顕微 鏡等 を
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備 えている。そのため、同設備 内で 「バイオマス ・物質変換のためのマイクロ波高度利用
研究」の一連の基礎研究を行 うことが可能 となる。
これ までマイクロ波プ ロセスを応用 した木質バイオマスか らのバイオエタノール は当
研究所渡辺教授 をプロジェク トリーダ としてNEDO「バイオマスエネルギー高効率転換技
術開発1バイオマスエネルギー先導技術研究開発」プ ロジェク トを中心に研究を行ってきた。
本プ ロジェク トに加 え、平成23年 度よ り同渡辺教授を リーダー とした新プロジェク ト
JSTICRESTの「電磁波応答性触媒反応 を介 した植物か らの リグニン系機能性ポ リマーの
創成」(研究領域 「二酸化炭素資源化 を目指 した植物の物質生産力強化 と生産物活用のため
の基盤技術の創 出」)が開始 された。本研究では、植物細胞壁 を固めるリグニンへの親和性
と電磁波吸収能 を付与 した新規触媒 を合成するとともに、周波数を連続的に変化 させ るこ
とができる電磁波化学反応装置を開発 し、電磁波の特性 を活か した高効率 リグニン分離 ・
分解反応系を構築す る。また、 リグニンを含む植物の包括精密構造解析 と電磁波反応を組
み合わせて、 リニア型 リグニンの分離法やモノマーへの分解法、精製法を開発 し、強度、
耐溶媒性、分散性、耐衝撃性、紫外線吸収特性な どに優れる芳香族ポ リマーに変換す る。
無機材料分野では、昨年度に推進 された環境省環境研究総合推進費による研究事業 「マイ
クロ波による瓦礫 中の有害物質迅速処理一アスベス ト飛散 とダイオキシン発生防止一」の
さらなる推進をおこなった。災害に見舞われた地域では、家屋や様々な瓦礫 を始め とす る
多量の物質の処理が復興への大きな課題である。本研究グループは様々な技術を融合 し、
災害復興のための技術開発研究を行 う事 を目的 としている。この 目的に対 して、京都大学、
中部大学、東北大学、上智大学 らの研究グループによ り、マイ クロ波燃 焼ハイブ リッド加
熱炉による、瓦礫 の無害化 ・再資源化処理 に関す る研究開発 を行った。東 日本大震災で発
生 した瓦礫 は、セメン ト、木材、およびプラスチ ック、有機物 ・金属な どに、大量の塩分(海
水 由来)が含まれお り、これ らの混在物をマイクロ波で約1050℃にまで加熱することでア
スベス ト問題を迅速に解決す るための道筋を示 した。また、マイクロ波加熱 に伴 う非平衡
温度場の解析にも着手 した。マイ クロ波加熱下では、マテ リアル内に微視的に非平衡温度
場が観測 され、これにより生 じる現象は 「マイクロ波効果」 とい う曖昧な認識で表現 され
ている。 この状況を回避す ることを 目的とし、加熱 ・電気工学の観点よりこれを説 明す る
ための理論骨子 を提案 した。
また、学会への貢献 として、 日本電磁波エネル ギー応用学会JEMEA(JapanSocietyof
ElectromagneticWaveEnergyApplications)等のマテ リアル分野の研究者 との連携を深
めてい る。具体的には、当研究所篠原及び上智大 ・堀越智他によ り"マイクロ波化学 一反
応、プロセスと工学応用一(三共出版)"を執筆 した。 これは、マイクロ波工学の立場から化
学 ・材料分野にもよくわかるマイ クロ波利用応用への道筋を示 していることか ら、マイ ク
ロ波を用いた物質創生とい う異分野融合に挑戦 している研究者 よ り好評を得ている。




写真1は 宮城 県名 取 市閾上 中学校跡 地 に設 置 したマイ クロ波処 理炉 、写真2は 主要 実験
メ ンバ ーで ある。 この処理炉 を用 いて2012年12月 か ら2103年2月 に実 証実験 を実施 し
た。そ の結果 、2ト ン以上1日で のアスベ ス ト無 害化 の実証 に成 功 した。写真3(a)はマイ ク
ロ波処理 前 の瓦礫(ス レー ト瓦)の顕微 鏡 写真 、 写真3(b)はマイ クロ波 処理後 の アスベ ス ト
繊維 数(40kg!hourand80kg!hour)であ る。分析 の結果 、実験前 のス レー ト瓦の アスベ
ス ト含有 量 は確認 されず 、最 大80kg!hourのス レー ト瓦流 量 に対 して のア スベ ス ト完 全
無 害化 が達成 で きた。本 プ ロジ ェク トは今年 度 までの2年 間の プ ロジェ ク トであ り、今 年
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を明 らかにすることが必要である。 これまでの報告では 「マイクロ波 による多体金属粒子
の加熱」及び 「サーマルランナ ウェイ」 と呼ばれる熱暴走の理解が不充分であると思われ
た。本フラッグシップ研究では 「金属粒子の加熱」を 「多体金属粒子の加熱」へ拡張 した
理論 とその正 しさを裏付ける計測結果の提 出を行 った(写 真4(a))。この仕事によりマイ
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ク ロ波 の 金 属 焼 結 へ の 工 学 応 用 が 開 拓 で き る。 ま た 、熱 暴 走 を安 定状 態 理 論 に よ り予 測 す
る こ とを 目的 と し、 「準 安 定 の 概 念 」 に よ る熱 暴 走 制 御 理 論 を 提 案 した(写 真4(b))。これ








写真4:マ イ ク ロ波 に よる多体金 属粒 子(a)及び セ ラ ミクスにお けるサーマル ランナ ウェ
イ(b)の加 熱制御 理論 。化 学反応 を制 御す るため には、 その温度 場 の理解 は必須 とな るた め、
これ らの理 論拡 張はマ イ クロ波加 熱 プ ロセ スが期待 で き る。
(3)バイオナノマテリアル 共 同研 究
1.研究組織
代 表者氏名:矢 野浩 之(京 都 大学 ・生存 圏研 究所)
共 同研 究者:中 坪 文明(京 都 大学 ・生存 圏研 究所)、 阿部 賢太郎(京 都 大学 ・生存 圏研 究
所)、伊福 伸介(鳥 取大学 ・工学研 究科)、能木 雅也(大 阪大学 ・産業科 学
研 究所)、ア ン トニ オ ・ノ リオ ・ナガガ イ ト(徳 島大学 ・大学 院)
(他20名)
2.研究概要
植 物 細胞 の基本 骨格 物質 で あ るセル ロース ナ ノフ ァイ バー は、鋼 鉄 の1/5の 軽 さで、
その5倍 以上 の強度(2-3GPa)、ガ ラス の1/50以 下(0.1ppm/K)の線 熱膨 張係数 を有す る
スーパ ーナ ノ繊維 で あ
る(図1)。 木材等 、植
物 資源 の50%以 上 を
占め るほぼ無尽蔵 の持
続 型資源 で あ りな が ら、
ノファイ バー故 の取 り
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扱いの難 しさなどから、これまで工業的利用はほ とんどなされて こなかった。 しか し、近
年、新規のグ リーン ・高機能ナノ材料 として、世界中で、急速 に研究が活発化 してい る。
このよ うな背景のもと、本フラッグシップ共同研究は、生存研が有す るセル ロースナ ノフ
ァイバー材料や キチ ンナノファイバー材料 といったバイオナ ノマテ リアルに関す る10年
近い共同研究実績 を基 に、生存研にバイオナノ材料において世界を リー ドする共同研究拠
点 を構築することを目的 として行っている。本共同研究の特色 は"異 分野連携"、"垂直連
携"と いった"連 携"で ある。生存圏科学の拡が りを活用 して、生物資源材料を扱 う研究
者 ・機関、そのナノエ レメン トの化学変性や再構築を行 う研究者 ・機 関、さらには材料 を
部材化 し自動車や電子機器への応用 に取 り組む研究者 ・機 関、 といった これまでつなが り








図2:生 存圏研究所 にお ける構造用セル ロースナ ノファイバー研究プ ロジェク トの変遷
なお 、各 プ ロジ ェ ク トの成果 は京都 大 学生 存 圏研 究所 生 物機 能材 料 分 野 のホ ー ムペ ー ジ
(http://vm.rish.kyoto-u.ac.jp/W/LABM/)で公 開 してい る。
3.1経済 産 業省 地域 新 生 コ ン ソー シアム 研究 開発 事 業:平成17-18年度
最 初 の産 官 学共 同研 究 は、 平成17年度 一18年度 に行 った 経 済産 業省 地 域 新 生 コ ン ソー シ
ア ム研 究 開発 事 業(以 下、地域 新 生 コン ソー シア ム)で あ る。2005年時 点 では セル ロー ス
ナ ノ フ ァイ バー は産 業 界 に とっ て全 く新 しい素材 で あっ たた め 、本 プ ロ ジェ ク トでは 、構
造 用 補 強 繊維 と して のセ ル ロー スナ ノ フ ァイ バ ー の ポテ ンシ ャル を産 業 界 と共有 す る こ
とに主 眼 をお いた。製 紙 会社 、化 学 会社 、成形 加 工会 社 、 自動車 メー カー 、家電 メー カー
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といった幅広 い分野 の企業 と共 同で100%植物 由来の高機能ナ ノ材料 の実用化開発 に取 り
組み、セル ロース と比較的相溶性の良いポ リ乳酸やポ リブチ レンサクシネー トとい ったバ
イオポ リマー との複合化について製造プロセ スを中心に多 くの成果を挙げた。
3.2NEDO大学発事業創出実用化研究:平成19-21年度
セル ロースナノファイバー には、プ ラスチ ック補強用ガラス繊維の代替(環 境対応化)
お よび高分子材料部材の高強度 ・軽量化 に対す る期待がある。CNFによるガラス繊維代替
は、樹脂成形 品の リサイクル を容易にす るとともに、表面平滑化や精密成形な ど意匠性 の
改善、 さらには製 品の軽量化 を図ることがで きるこ とか ら、極めて社会的ニーズが強い。
特 に、PP,PE樹脂 は射 出成形 が容易 であるなど、加工性 、生産性 に優れ ることか ら、自動
車用内装部材やバ ンパーに多用 されているが、より広い範囲の部品にPP,PE樹脂 を利用 し、
自動車の軽量化 を図るためには、繊維強化によるさらなる強度や耐熱性、熱的寸法安定性
の向上が不可欠 である。 しか しなが ら、PP樹脂 は混練温度が高 く、疎水性が強いためCNF
の変1生な らびに相溶化剤等の開発が必要である。また、タイヤ用 ゴムではナ ノファイバー
補強に よる剛性 向上によ り、タイヤの軽量化 、ひいては自動車の燃費向上が期待できるが、
PPと同様 にゴムは疎水性 が強 く、未変性CNFだけでは十分な補強効果 が得 られていない。
不飽和ポ リエステル樹脂 ・エポキシ樹脂 シー ト成形体では、未変性CNFは保水性が高 くシ
ー ト化に時間 を要す るとともに、樹脂の浸透性が悪 く界面強度が劣 るな どの課題 がある。
以上の ことか ら、本プ ロジェク トでは、CNFによるガラス繊維代替、複合材料 の軽量化 を
目指 し大手製紙会社2社 と大手化学会社3社 を実用化事業者 とし、共 同研究 を行 った。
3.3グリーン ・サステイナ ブルケ ミカル プロセス基盤技術開発:平成22-24年度
業罵欝 膿灘 鞍薮ぐlllごジ1
響 器議 輪 鵬 撫 二1蝋譜 、ぐ欝、
セノレ。一 スナ ノファイ バー の優れ た機械^～ 麗 ∵ ぐ 艶 ご ㌧1課1＼ 評
灘 齢 轟 旛禦溜添 ∴・《＼憾騰:1
上 で き る 「ナ ノ材 料 」 な らで はの次 元 に は 図3:セ ル ロー スナ ノファイバー表面お よび
まだ 入 り得 て い ない。セ ル ロー スナ ノ ブア ポ リエチ レン伸びき り鎖結 晶か らのポ リエチ
イ バ ー の比表 面積 や 均 一性 を考 え る と、い レン結晶 の成長
ま だ 未 達 の ナ ノ材 料 領 域 が 多 くあ る と言
わ ざるを得 な い。 この こ とか ら、平成22年度一24年度 の グ リー ン ・サ ステ イナ ブル ケ ミカ
ル プ ロセ ス(GSC)基盤 技術 開発 で は 、セ ル ロー ス ナ ノ フ ァイバ ー 強化 に よ る 自動 車用 部
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材 の高機 能 グ リー ン化 を 目指 し、セル ロー スナ ノフ ァイバ ー表 面 の選 択 的化 学修 飾 や精 密
重 合 に よ る高分 子 分 散 剤 の 開発 に よ りナ ノ フ ァイバ ー/樹 脂 間 の精 密 界 面 制御 に注 力 し
た。 また 、微 細発 泡 に よるCNF補強材 料 の軽 量 化やCNF染色 に よ る材 着 技術 の 開発 等 、部 材
化 プ ロセ スの 開発 も進 め た。 さ らに、ア ドバ イ ザー と して参 画 す る 自動車 、 自動 車 部材 メ
ー カ ー にCNF補強 樹脂 材 料 を提 供 し、 自動 車 メー カ ー の視 点 か ら成 形加 工性 や 部材 性 能 の
評 価 を行 った。
結 果 と して 、世界 で 初 めて セル ロー スナ ノ フ ァイ バ ー表 面 に20種類 もの官 能基 を選択 的
に導 入す る こ とに成 功 し、そ の新 規 変性CNFによ るPP、HDPEの補 強 効果 を系統 的 に評 価 す
るこ とで、CNFと全 く相 溶性 の無 いPP、HDPE樹脂 のCNF補強 につ い て大 きな道 筋 をつ け るこ
とが 出来 た。 そ の 中で 、10%のCNF添加 でHDPEの弾 性 率 を4.5倍、引張 強度 を2.4倍にま で 向
上 させ る こ とに成功 した。
特 筆す べ き成 果 と して 、HDPEやPP,PAでは 、射 出成 型 後 に 、樹脂 中 に均一 分散 した変 性
CNFの表 面 か らポ リマ ー の結 晶 ラメ ラが成 長 し、CNFをシ シ と した シ シケ バ ブ構造 とポ リマ
ー を シシ と した ケバ ブ構 造 が 形成 され て い る こ とを見 出 した(図3) 。 この こ とは、ナ ノ
フ ィ ラー と して のCNFの特 性 を活 かす こ とで ポ リマー の結 晶構 造 を制 御 し、よ り高機 能 の
材 料 に変 換 で きる こ とを示す もの で あ る。
一 方 、実 用化 の観 点 か らは、化 学変 性 した乾燥 パ ル プ を二軸 押 出機 で樹 脂 ペ レ ッ トと溶
融 混 練 して 、パ ル プ のナ ノ解繊 と樹脂 中へ の均 一分 散 を一 工程 で行 う技術 を 開発 した。得
られ た複 合 材 料 は 、ナ ノ繊 維 の分 散性 や 物 性 におい て化 学変性CNFを用 い た材 料 と遜 色 な
い。この技術 に よ りコス ト増 の大 きな要 因 とな っ てい た二 軸混 練 前 のパル プの ナ ノ解 繊 工
程 が 無 くな り、セル ロー スナ ノフ ァイ バ ー強 化樹 脂材 料 の実用 化 に 向 けて大 き く前進 した。
本 成 果 を活 用 し、本 プ ロジ ェク トへ の参加 企 業 が経 済 産業省 のイ ノベ ー シ ョン拠 点整 備 事
業 の支援 を得 て、変性 パ ル プ 、変 性CNF製造 用 のテ ス トプ ラン ト(24トン/年)の 建設 を始
めた。
3.4非可食 性植物 由来 化学 品製造 プ ロセ ス技術開発:平成25-27年度
CNFの構 造用途 へ の利 用 にお いて 、そ の優 位性 、信 頼性 に大 き く影響 す るのは、CNFの
均 一分 散状 態 を様 々 な樹脂 中 で実現す るため のナ ノ分 散性 と、多様 な樹脂 との複 合化 を
CNFの強度 的ポテ ンシャル を損 なわず に実現 す るため の耐熱 性 で ある。CNFは、細胞壁 中
で多糖類 を介 して リグニ ン と一部結 合 して、 リグ ノCNF(リグニ ン ・セル ロー スナ ノフ ァ
イ バー複 合 体)の 状態 で リグニ ンやヘ ミセル ロー ス中 に均 一分散 してい る。 この ため、
リグニ ンや ヘ ミセル ロー スの一部 を選 択 的に分 離 し、残 りのパル プ をナ ノ解 繊 す る こ と
で、細胞壁 中でのナ ノ分散性 を保 った、且 つ 、耐熱 性 に優 れ た リグニ ン被覆CNF(リグ ノ
CNF)が得 られ る と考 え られ る。
以上 の こ とか ら、本 共 同研 究 では、木材 や竹材 といった木 質系バ イオ マスか らの3成
分 分離(リ グノCNFおよび変性 の少 ないヘ ミセル ロー ス、 リグニ ン)な らび に リグ ノCNF
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の化学変 性 か らな る高機 能 リグノCNF一 貫製 造 プ ロセ スを開発す る。変 性 の少 な いヘ ミ
セ ル ロー ス、 リグニ ンは 、構 造 が既知 の ため、 工業利 用 に向 けた緻密 な分 子設 計 、制 御
が容易 で あ り、付加価値 の高い化 学品原料 として期待 で きる。
8.平 成25年 度 オ ー プ ンセ ミナ ー
回 開催朋 演 者 題 目 毅
鈴木 遥
1656月19日(京 都大学 ・生存圏研究所 ・ 循環型木質資源の開発と地域材の利用19
ミッション専攻研究員)
松原 恵理

























17223日(京 都大学 ・生存圏研究所 ・ 光計測から探る微粒子の環境影響13
助教)
小林 祥子
17330日(立 命館アジア太平洋大学 ・ マイクロ波衛星データによる森林バイオマス推定10
アジア太平洋学部 ・助教)
山村 正臣









17618日(金 沢大学 ・環日本海域環境研究 能登半島で雲の種を測る12
センター ・博士研究員)
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森 拓 郎
17715日(京 都 大 学 ・生 存 圏研 究所 ・ カ ナ ダ にお け る大 規模 木 造 へ の 取 り組 み と研 究 の 紹 介18
助 教)
柳 川 綾
シ ョウ ジ ョウバ エ 味 覚機 能 の グル ー ミ ング行 動 誘 導 に
1781月22日(京 都 大 学 ・生 存 圏 研 究所 ・20
お け る役 割助 教)
高 梨 功 次 郎
マ メ科 植 物 と 根 粒 菌 の 共 生 関 係 一 共 生 の 確 立 ・維 持
17929日(京 都 大 学 ・生 存 圏研 究所 ・23
に 必要 な もの た ち一
特 定 助 教)
EndangSUKARA
ConservationandsustainabIeuseofbioIogicaI
1802月20日(京 都 大 学 ・生 存 圏 研 究所 ・11
resourceswithmainemphasisonmicrobialresources
外 国 人 客 員 教授)
合 計316
9.「生 存圏 ミツシ ョンシンポ ジウム」の 開催
第248回 生存圏シンポジウム














11時10分 「木材の抽出成分による健康影響 に関す る評価研究」
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松原恵 理((独)森 林 総合研 究所 ・研究員)
【開放型研 究推進 部共 同利用 専門委 員会 活動報 告】
12時50分MUレ ー ダー/赤道 大気 レー ダー(EAR)
「活動報 告」




橋 口浩 之(生 存 圏研究所 ・准 教授)
13時10分 先端電 波科 学計算機 実験装 置(A-KDK)
「活動報 告」
大村 善治(生 存 圏研 究所 ・教授)
13時15分 「科学衛 星近傍 の プ ラズ マ電磁擾 乱 に関す る大規 模粒 子 シ ミュ レー シ ョン研
究」
三 宅洋平(神 戸 大学 ・システ ム情 報学研 究科 ・特命助 教)
13時30分 マイ ク ロ波 エネル ギー伝送 実験装 置(METLAB)
「活 動報 告」
三谷友 彦(生 存圏研 究所 ・准教授)
13時35分 「無 線通信 や無線 電力伝 送技術 を支 え る小型 ア ンテナ の開発 」
松永真 由美(愛 媛 大学 ・大学 院理 工学研 究科 ・講 師)
13:時50分 木 質材料 実験棟
「活 動報 告」
五 十 田 博(生 存 圏研 究所 ・教 授)
13時55分 「実験住宅床 下 にお ける種 々の粒 子物 理バ リア のシ ロア リ貫通
阻止性能 評価 」
簗瀬佳 之(京 都大 学 ・大学院農 学研 究科 ・助 教)
14時25分 居 住 圏劣化 生物飼 育棟(DOL)/生活 ・森林 圏 シ ミュ レー シ ョン
フィール ド(LSF)
「活 動報 告」
吉村 剛(生 存 圏研 究所 ・教授)
14時30分 「温 帯 の土壌生態 系 にお けるシ ロア リの役割 」
吉村 剛(生 存 圏研究所 ・教授)
BrianForschler(TheUniversityofGeorgia・Professor)
















15時30分 「年輪年代学研究における材鑑標本の活用 とデー タベース化に
向けた取 り組み」













【生存圏研究所 研究 ミッシ ョン活動紹介】
10時30分 ミッション1:環 境計測 ・地球再生
(代表)塩 谷雅人(生 存圏研究所 ・教授)
10時50分 ミッション2:太 陽エネルギー変換 ・利用
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(代表)篠 原 真毅(生 存 圏研 究所 ・教授)
11時10分 ミッシ ョン3:宇 宙環境 ・利用
(代表)山 川 宏(生 存 圏研 究所 ・教授)
11時30分 ミッシ ョン4:循 環型 資源 ・材 料 開発
(代表)矢 野浩之(生 存 圏研 究所 ・教授)
10.共 同 研 究 集 会
生存圏の正 しい理解 と問題解決 のた めに、環境計測 ・地球再生、太陽エネル ギー変換 ・利用 、
宇宙環境 ・利用 、循環型資源 ・材料開発 を ミッシ ョンとし、 ミッシ ョンと深 く関わる研 究テーマ
について、全 国 ・国際 レベル でプ ロジェク ト研究 を展開す る とともに、公 開シンポジウム を積極
的 に開催 して成果 を社 会に発信 してい る。
本年度のシンポジウム実施状況
本年 度は第229回か ら第257回の生存 圏シンポジ ウムを開催 した。29件の うち、生存圏研 究所
の全国共同利用 の展開 と研究所 ミッシ ョンの推進 に関連 した専 門委員会主催 のシンポ ジウムが8
件であ る。残 りの21件 は生存 圏科学研究の関連分野 にお ける萌芽的研究に関す るテーマや生存 圏
プ ロジェク トに関連の深いテーマ について全 国の研究者 が集 中的に討議す る 「公募型 シンポジ ウ
ム」である。 また、国際会議 も7件(第231、234、236、237、239、243、256回の7件 、参加人
数824人)を 数 える。参加人数 は2519名であった。
生存圏シ ンポジウム
回 開催日(開暢 所)シ ンポジウムタ朴 ノレ 穀
平成25年6.月1日
第229回(京 都 大学宇治 キャンパスお う 第6回 生存圏 フォー ラム総会 ・特別講演会76
ばくプ ラザ/きはだホール)
平成25年7月18日
第230回(京 都 大学生存圏研 究所/遠隔DASH/FBAS全国共 同利用成果報告会一 第4回 一18
講義室(Sl43))
鞠 回雛 黙 囎 リン 街鵬 窮 電謙 ッシ・ンに関す㌔
第232回溜編 ㍊ 課 爆)鷺 難騨 篶 潮羅 瓶 孟 蟹慨 廼 横48
第233回譲 環 鹸 訴/味質 髪7回MUレーダー ・赤猷 気レチ シンポジウ74
ホ ール)
生存 圏科 学 ス クール2013・第3回 国際 生 存 圏科 学
平 成25年9月17日 一18日 シ ン ポ ジ ウ ム
第234回(ベ ン クル 大 学/イ ン ドネ シ アHumanosphereScienceSchool2013(HSS2013)114
共 和 国ベ ン クル 州)The3rdInternationalSymposiumforSustainable
Humansphere(The3rdISSH)
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平 成25年9月30日 一10月1日
第235回響 蟻 謙 秘 談 謎 総 第3回極端宇宙天気研究会37
HW401)
_懲 霧曇 壌論諜1欝 義翫 皿
イブリッドスペー ス)隈 欝 罪馳h認 瓢 湘'鵬 鼎 聖
第一 欝螺 謙繋 館鼎 艦乱濃 譜襯 臨 轡 醜
第10回 持続的生存圏創成のためのエネルギー循
一 響錨擁1鱗 麟 欝耀 麗
プ共同研究
第239回際諏 糊 腿122日lll:lli翻監 繍 臨 螂i㎜32・
第一 麗 響 戴 塀 燦 賑 禦 災以降の福島県の現状及び支㌦
平成25年12.月24日一27日 太 陽地球惑星系科学(STP)シミュ レーシ ョン ・モ
第241回(九 州大学情報基盤研 究開発 デ リング技 法勉 強会&STEシ ミュ レー シ ョン研究43
セ ンター)会 合 同研究集会 一宇宙 プラズマ ・大気 ・天体
鞭回静鰐 難 塀う繋 潔 聲蛾 鵡 餅
平 成26年1月13日InternationalSymposiumonMeso-scale
第243回(イ ン ドネ シ ア 共 和 国 バ ン ド ンMeteorologyUsingGPS,RadarsandNumerical50
市)Models
一 欝鰯 翻 驚 鴛欝 欝1鷲3・
第一 轡 響 鹸 所/木喉 灘 タベ引 材雛)全 国共同利㌦
第246回欝 鉄 呈男 轟 都)木 の文イヒと科学・3神 像彫刻を知る34
平成26年2.月18日 居住 圏劣化生物飼育棟(DOL)/生活 ・森林圏シ ミュ
第247回(京 都 大学生存圏研 究所/木質 レーシ ョンフィール ド(LSF)全国 ・国際共同利用29
ホール)研 究成果報告会
平成26年3.月10日一11日
第248回響 蟻 謙 秘 談 謎 総 生存圏ミッシ・ンシンポジウム15・
HW401・木 質 ホー ル)
第249回藩 罐 鰐 齪 究所/木質 ヱ盛25年度 木質材料実験棟全国共同利朋 究報43
ホ ー ル)口 云
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細 回擁舘 押 魏 響 鱒 唄脚 飯 灘 も一
第一 響 儲 錨 質素野 度鵬 波科学謙 榊)嘱
平成26年2.月28日
第252回騰 編 黙 雛 緊/総鱒 轟旱7突羅1糊 科学の齢 一4・
CB215)
第253回擁 講 鍔 翻 究所/木質 笈13回宇宙太陽発電と無編 力伝送に関する研究28
ホ ール)瓜
第一 欝 薬撫2階 会議 ㌍ 騰 帯脚 ラッグシップ淋 漏
第一 聡 搬 具一2鱗 醤 劇 究検討鋤 騰 プレm
平成26年3.月25日
第256回(宇 宙航 空研究開発機構 宇宙 ジオスペースダイナ ミクスに関す るシンポ ジウム32
科学研 究所)
平成26年3.月27日
第257回(ピ アザ淡海 滋賀県立県民 第1回 比良お ろしワー クシ ョップ51
交流セ ンター)
合計2,519
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